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1．緒言
　近年、操船者を取り巻く環境は変化してきており、操船者が船の安全運行に果たす責
任も大きくなってきている。特に、船体の大型化に伴い海難事故による影響も大きなも
のとなっている。こうした海難事故原因の大半にはヒューマンエラーの介在が指摘され
て久しい。ヒューマンエラー発生原因は様々なものが考えられるが、操船システムにも
改善できる余地があるものと考えられる。
　一方で10数年前よりIBSに代表されるようにOne　ManBridge化に対応させるべく新
たな操船システムやECDIS、AISなどに代表される航海情報表示機器などの開発も進め
られてきている。しかし、これらの機器類は機能面での充実は図られてはいるものの、
具備されている機能の操船者に対する有用性が詳細に分析されているとは限らない。
　ここにおいて、人問特性を考慮した操船者に対する支援を行うことでヒューマンエラ
ー発生要因を逓減させるとともに操船結果の向上が可能になると考えられる。
　したがって、本研究では操船者の人間特性を明らかにするとともに、このような操船
者特性を改善することで操船結果の向上を図ることができる操船支援システムの開発
を目指す。
1．1．本論文の目的
　本論文の目的は操船結果の向上を図る目的で操船者に対する支援方法を明らかにす
ることである。ここでは操船者の人間特性を改善するための仕組みを明らかにする。そ
のために、基本的な操船場面として航路航行操船と避航操船を取り上げる。
　まず、航路航行操船では操船者の人間特性、特に適応制御特性を利用した支援を行う。
操船者は制御対象である船の船長変化に応じて操船者自身の制御特性を適応させるこ
とで船体制御を行っている。これが操船者の適応制御特性として認められている人問特
性であるが、船長が大きくとなると船体の操縦性能は悪くなることから操船者の適応制
御特性に限界をもたらすことが一般的である。したがって、船長が大きな船に対して操
船者を支援して、適応制御特性を船体の制御特性に良好に適応させることで、船体制御
結果の向上を図ることを目的とした。
　次に、現状の操船システムにおいて操船者の負荷が高い操船場面として避航操船を取
り上げ、高負荷状態における操船支援を検討する。
　避航操船では操船者が高負荷状態に置かれると本来の情報処理能力が限界となるこ
とから、操船者の情報処理能力を支援する必要性が生じる。避航操船における操船者の
高負荷状態の要因は他船行動の不確実性、複数の見合い関係の発生、航行可能域の制限
が考えられる。ここでは、これらの要因のうち、他船行動を確定事象とすることで高負
荷状態の軽減を図ることを避航操船における操船支援と考えた。
　このために必要な他船行動に関する情報を検討し、このための情報表示を行って他船
行動を確定事象とすることで操船者の情報処理能力の支援を行う。
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1．2．本論文の構成
　本研究では基本的操船場面として航路航行操船と避航操船を対象に操船者の人間特
性に基づいた操船支援方法を明らかとするものである。
　そのために、航路航行操船における操船支援については、第2章で航路航行操船にお
ける人間特性を説明するために航路航行における最適制御から操船者モデルを導入し、
さらに操船者特性はPID制御で表され』ることを示す。また、操船者の一般的制御特性か
ら小型船と大型船にっいての相違について述べる。さらに、操船者には船長Lの相違に
対する適応制御特性があることを説明する。次に、操船者の適応制御特性を操船支援の
対象として、操船者制御係数を改善することで大型船の制御結果向上が行えることを示
す。ここでは、そのために操船者制御係数と船体運動の関係を論じ、操船者制御係数を
改善するために横偏位量、船首方位偏角、回頭角速度の状態変数を表示する方法にっい
て提案する。さらに現状で唯一の操船支援機器である回頭角速度計を取り上げ、回頭角
速度計の有無により操船者特性を表す操船者制御係数の一つである回頭角速度制御係
数がどのように変化するかを示す。これにより、状態変数を表示することで対応する制
御係数が改善されることを示し、横偏位量、船首方位偏角を表示することでそれぞれに
対応する制御係数が改善できる可能性のあることを示す。また、操船者に対する従来の
表示方法の問題点を示す。そして、この問題点を解決し、横偏位量、船首方位偏角、回
頭角速度の状態変数を表示する『ことで操船者の適応制御特性が改善されることを操船
シミュレータ実験によって示す。
　避航操船における操船支援については第3章で現状の避航操船における問題点を検
討する。特に操船者に対する負荷が高い状況における要因を検討する。そして、これら
の要因の中から他船行動の不確実性が操船者に与える影響を明らかとする。また、これ
らの検討を避航操船における操船支援の目的を明確にするとともに他船行動の確定化
についての検討を行うる以上の検討をもとにAISを利用して他船行動を確定化する表示
方法の有効性を操船シミュレータ実験によって示す。また、この表示ではIMOによって
AISで推奨されている他船の行き先表示のみの場合と変針点情報表示による比較実験を
行い、本研究で提案した避航操船における支援方法が有効なことを示す。
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2．航路航行操船における操船者支援
2．1．航路航行操船における人間特性の導出
　航路航行操船は設定航路線に対する現在船位の横偏位をできるだけ小さくしながら
設定航路に追従する操船である。
　操船者は自船の船位を把握し、設定航路線からの横偏位を絶えず確認する。そして設
定航路線から船位が偏位している場合、それを解消しつつ設定航路線に戻すように船体
を制御する。したがって、航路追従操船においては船位の確認と舵による制御が必要と
なる。以下に航路追従操船における操船者制御モデルを説明する。
2．1．1．航路航行における最適制御
　航路航行操船において対象とする操船システムは図2．1に示すフィードバックループ
で表され、船体を制御対象とした時、操船者をコントローラと見なすことができる。図
中・GMは操船者の操縦制御特性・σsは船体制御特性・σ，は積分要素を表す・
　この場合、コントローラとしての操船者モデルは、船首方位と目的航路線に追従する
針路との針路偏差（船首方位偏角）、回頭角速度および目的航路線からの横偏位量を状
態変数とし、操舵量を操作量として表される。
　　　　㌔x　灘δ麟　Ψ　　x　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暇霧　　　　　　　　課・、
　　　　　　　　　　　　　　　　Xo：Comman（l　Posit隻on
　　　　　　　　　　　　　　　　X：Cu貯entPosition
　　　　　　　　　　　　　　　　　ΨIHeading
図2．1操船システム制御ブロック線図
　ここで、操船者の操縦制御特性は航路航行における自動制御系の最適制御モデルとし
て表される。航路航行のように可航水域が制限される水域を航行する場合には、設定航
路線からの偏位を最小にする船体位置制御が重要となる。そこで評価関数として次式を
考える。
　　　　　　　　　の　」ニ∫《x／万m旺）2＋¢／δm継ゆ　　（2・1）
　　　　　　　　　0
　式（2．1）においてκm躯、δm継は横偏位量、操舵量をそれぞれ評価するための設計パラメ
ータであり、x、δは設定航路線からの横偏位量、操舵角を表す。なお、小林らの研究
により、x　、δ　は船長をLとし、それぞれ、0．2L、15度とすると妥当な結果が得ら　　　　max　　　　　　max
　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
　れることが報告されている。、
　　最適制御入力は式（2．2）で表される一次系操縦運動方程式に対して■を最小とする最適
　レギュレータ問題を解くことにより得られる。
　　　　　　　κδニTψ＋ψ　　　　　　　（2。2）
　　式（22）においてψ、ψはそれぞれ、回頭角速度の一階微分、回頭角速度を表し、K、T
　は操縦性指数を表す。
　　式（2．2）において最適レギュレータ問題を解くと次の式が得られる。
　　　　　　　　δ＝κ〃、＋κアX、＋K評、／V　　　（2・3）
　　ここで・¢、：船首方位偏角、X、：横偏位量・ψ、：回頭角速度・V：船速を表す・ま
　た・式（23）において・K彰・Kア・Kψは式（2・1）の最適レギ辛レータのフィードバック・
　ゲインとして与えられ、T、κ、x　、δ　によって決定される。　　　　　　　　　　　　　　　　max　　　　　max
2．L2．最適制御定数と操船者特性
　　航路航行操船における自動制御系の最適制御モデルを使い、操船シミュレータによる
　実験から操船者制御モデルを導出した（仙田、2001年3月）。
　　式（2・3）において状態変数ψ、、x、・ψ、に係わる制御定数をK，、K．、κ4とし、また、
　K’、T7をそれぞれ追従性指数、旋回性指数とするとこれらの関係は次のように示され
　る。
　　　　　　　δ皿κ説、＋κ、x、＋κ評、／v（2・4）
　　ここで、操船者特性定数H、〃、H、E＝0。7、H＝0．5、π＝10．5とするとK、　　　　　　　　　　　　　グ　　　ツ　　　ど　　　グ　　　　　　　ザ　　　　　　　エ　　　　　　　　　　　　
　κ、、K4はそれぞれ、次のように正規化して表される。
　　　　　　　　κρ＝Hψ・％（25）
　　　　　　　　瓦一蕉・％・渥（2・6）
　　　　　　　　κ4篇〃ψ％・五（2・7）
2．1．3．航路航行操船における操船者モデル
上述した式（2．4）においてX、は彰、を微小角として次のように書くことができる。
　　　　　煙蝋婦〔翻読（2・8）
式（2．8）を式（2．4）に代入すると次式が得られる。なお、船速vは一定とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　4
δ・醸＋仰蕎∫卿＋等 （2．9）
いま、式（2，9）は船首方位偏角ψ、に関するPID制御式と見なすことができる。すなわ
ち、航路航行操船における操船者制御特性はψ、を状態変数とするPID制御として表され
る。
　PID制御は比例制御（P）、積分制御（1）、微分制御（D）によって対象となる系の自動
制御を行う際に利用され、一般産業用としても広く利用されている。
2．2．航路航行操船における操船者の制御特性
　操船者制御定数をもとに制御対象としての船体の制御特性の相違にしたがった操船
者特性を明らかにする。
2．2．1．操船者の制御特性評価
　ここでは操船者の制御特性を評価し、爾後の研究を進めていく上での基本的構想を示
すことにする。
2．2．1．1．自動制御系の評価
　一般に自動制御系は、系の安定性と制御成績の観点から評価される。
　このうち、系の安定性は自動制御系に要求される最も基本的な特性である。例えば、
目標値に変動が加えられたり外乱が入ったりして制御系の作動が乱されても、それらの
乱入が終われば短い経過時間で偏差が再び0に戻ることである。このような特性が強い
ほど系は安定である。これに反して、制御量が目標値からかけ離れて動揺を続けたり、
予期しない持続振動を生じたりするような制御系は不安定である。不安定な系では、制
御量を満足に制御できないことになるので実用にはならない。
　また、制．御成績においては目標値に対する応答出力の偏差に注目する。これは、例え
ば系が安定な場合にステップ状の入力に対して出力が目標値に漸近するのか、振動しな
がら漸近するのかによって出力に対する目標値の偏差の大きさに相違が生じる。しかし、
応答が漸近形の場合でも振動形の場合でも偏差が小さい方が制御成績がよいと判断さ
れることになる。
　以上二つの観点から自動制御系は評価されることになるが、一般に系の安定性にっい
ては対象となる系の周波数特性を調べ、また、制御成績については過渡特性を調べる。
　ここでは、周波数特性において系の安定性判別を行う方法にはBode線図を利用する
方法、HurwitzおよびRouthの方法などがあるが、安定性を判別するための指標である
位相余有およびゲイン余有をベクトル軌跡上から直感的に捉えることができることか
らNyquist線図を利用することとした。
　また、制御成績については操舵による船体の応答を調べ、設定航路線に対する航跡の
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時系列変化を利用することにした。この場合、操舵による船体の応答はステップ上の操
舵入力に対して船体がどのように応答するか、その応答の速さと応答の形状を数値シミ
ュレーションによる航跡の時系列変化として表すことになる。したがって、操舵による
船体の応答結果、すなわち、制御成績は設定航路線よりの横偏位量の変化として捉える
ことができる。
　以上から、本論文では対象とする自動制御系の特性を明らかにするためにNyquist線
図による系の安定性と操舵による船体の応答を調べることにする。
2．2．L2．系の安定性と応答特性
　自動制御系において系の安定性は制御目的を充足する上での十分条件ではあるが、系
が安定であるからといって必ずしも所期の制御目標を満足するものではない。
　航路航行の場合、変針の際のステップ状の操舵入力に対する船体の応答は航跡の時系
列変化として表されるが、その航跡は設定航路線に漸近する場合と減衰振動する場合に
分類できる。操舵による船体の応答がこのどちらの形状を示すかは船体の制御特性に依
存することになる。
　すなわち、通常、小型船では追従性、旋回性はともに良好であることから操舵による
船体の応答は減衰振動しながら設定航路線に漸近する。
　他方、大型船では追従性、旋回性ともに悪いため、操舵による船体の応答は遅れ時間
を有して設定航路線に漸近する。
　従って、小型船では船体の応答は設定航路線を中心とした減衰振動によるオーバーシ
ュー が認められるのに対し、大型船では設定航路線に対するアンダーシュートが認め
られる。
　一般に制御成績の点からは目標値と制御出力との偏差は減衰振動形の応答の方が漸
近形の応答よりも小さくなる。したがって、設定航路線からの横偏位量は小型船の方が
大型船より小さくなる。
　本研究ではこれらの一般的な船体の制御特性を念頭に、操船システムにおける系の安
定性とともに操舵による船体の応答特性に着目して操船支援システムの構築を目指す
こととする。
　すなわち、大型船においても小型船と同様に、系の安定性を維持しつつ、操舵による
船体の応答を設定航路線に対してオーバーシュートしながら減衰振動させるような船
体制御を行うように操船者特性を変えていくことを考える。
2．2．2．周波数特性
まず、図2．1で示したフィードバック系において、伝達関数を求める。
式（2．8）の一階微分を求める。
　　　　　　　　だ　　　愛、＝一Ψ、　（2・茎0）
　　　　　　　　180
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　これをψ、について解くと次式が得られる。
　　　　　　　　　　180歯　　　　　　　∴ψ5＝一認　 （2・11）
　　　　　　　　　　π　　V
　さらに微分すると次式が得られる。
　　　　　　　　　180薫　　　　　　∴ψε＝一・ユ　（2・12）
　　　　　　　　　　π　　V
　そして、式（2．ll）と式（2．12）を式（2．4）に代入すると次式のように書き換えられる。
　　　　　　δ皿κx＋璽臥＋型転　（2．13）
　　　　　　　　　x　ε　　　　　　　　　ε　　　　　　　2　　ε　　　　　　　　　　　　π　　V　　　　　π　　V
　図2。1に示した伝達関数をそれぞれ求める。まず、操船者の操縦制御特性GMは式（2．B）
の両辺をラプラス変換すると、次式のように示される。
　　　　　　鰯、、＝ぐω）＝弊ず＋磐s＋瓦（2・14）
　　　　　　　　　　8（3）
　また、船体制御特性Gsは式（2．2）の一次系応答式をラプラス変換して次のように示され
る。
　　　　　　　　　　Ψ（、）　　K　　　　　　Gs“）二弄＝乃2＋s（2・’5）
　積分要素GIは式（2。8）をラプラス変換すると次のように示される。
　　　　　　　　　　π　　1　　　　　　．・．X＝一・v・一Ψ　　（2、16）
　　　　　　　　　180　s
　したがって、次式が得られる。
　　　　　　　　　　X（3）』π・v　　　　　　　・・G・卵）＝τ＝隔（2・’7）
　　　　　　　　　　　（8）
　したがって、一巡伝達関数をG（s）、総合伝達関数をW（s）とおき、式（2．14）、式（2．15）、
式（2．17）を使うと次のように示される。
　　　　　　％　　鋳歪　〔雛器伽）仰α1鋤
　　　　　　　　　σ6、　〔Kκ〕賦5＋（輪。）瓦v　（2．19）
　　　　　　　％＝1＋死K蜜＋〔1巡炉＋κ柵κ（輪。）仰
　また、式（2，重8）においてs鑑ノのとおいて整理すると次式を得る。
　　　　　　　σ、κ図〆一（輪・）仰一ノ帆（2鋤
　　　　　　　（ノω）　　　の2（1＋初丁）
　さて、ここで式（2．5）、式（2．6）、式（2．7）にTP＝0．9、K7＝1．2、L＝100，150，200，280，330
を代入し、操船者制御定数を求めた。この計算結果を表2。1に示す。
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表2．1　操船者制御定数（K’＝1．2、T’ニ0．9）
　　　　　　　　　　14，58671　　　．　　　　　　29．17342
　次に表2。1で示した操船者制御定数を式（220）に代入して周波数特性を求めた。G〔．〕の
5＝ノの　（0くのく＋QO）に対するベクトル軌跡を図22に示す。この図において、向かって
右側の図は同左の図の一部を拡大したものである。
一2 一1
一一一一 ＝100 L＝200L＝280
一1
　一2L＝330
一〇．6876　　　　　－0．6874　　　　　－0．6872
L＝150
一一一一一 ＝100
一一一一 ＝150
L＝200
L＝280
一〇．5376
一〇．5378
一〇，538
K’＝1，2，T’＝0．9
L＝330
K一＝1，2，丁酢＝0．9
図2．2　Nyqui8t軌跡
　図2．2において、のの増加の向きに各船種のベクトル軌跡をたどる時、点（一1，ノ0）を左
側に見るので、全ての船種について系は安定となることが示された。また、図2。2の右
側の図からLが増大すると位相余有は微少であるが減少することが示される。
　この理由を以下に示す。
　いま、一巡伝達関数（2．18）に正規化操船者制御定数の式（2．5）、（2．6）、（2．7）を代入する。
　　　　　　Gω一，，（歪＋1）｛与・・＋弊＋訓
　　　　　　　　・ず（蓋＋1）怜・卵楡厨
　　　　　　　　一煮、）｛与・＋～＋，話計
　　　　　　　　一孟1）｛帰ξ・＋帰・、論帰謝
　　　　　　　　一孟、）器｛即禽畦1・嬬・｝
　　　　　　　　一誌，）矧1＋轟1＋彩・｝（・21）
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　ここで、1ζ皿Kfヱであるので式（2．21）は次のようになる。
　　　　　　　　L
　　　　　　％一誌。慌帥・量老1・制
　　　　　　　　　　FV　　　　　　　　・恭瞭量綬争｝
　　　　　　　　一諦1）齢｛1・診｝　仰）
　ただし、κM、乃、ち、◎は次のようにおいた。
　　　　　　　　　7VKM＝T一　　　　　　　（223）　　　　　　　　　　五
　　　　　　　　H，五　　　　　　ち＝ユー　　　　（224）　　　　　　　　H膨v
　　　　　　　　180H彰L　　　　　　乃＝一一一　　　（225）　　　　　　　　πH　v　　　　　　　　　　　X　　　　　　κP＝篤　　　　　（2・26）
燗におい 歯恥／項は耳D調節計を　すなわち・これは操船者が
対象とする系においてPID調節計として振舞うことを意味する。この時の操船者の操舵
による船体制御について概説する。
　図2．1において制御器としての操船者に対する入力は横偏位量である。操船者はまず、
横偏位量に従った比例動作を行う。比例動作だけでは、横偏位量の除去が行えない。し
たがって、横偏位量を除去するために積分動作を行う。この時、積分動作の大きさによ
っては操船者の横偏位量入力に対する応答は遅くなる。したがって、このような制御応
答を早くさせるために、微分動作を加える。操船者は結局、比例動作、積分動作、微分
動作のバランスを取りながら船体制御していることになる。
　式（223）においてκMは船体ゲイン定数を表し、K1は操船者制御定数と相殺され、TFと
交換されたことがわかる。したがって、本研究で対象とする自動制御系において船体ゲ
イン定数はTfが船速に比例し、船長に反比例するように変化することがわかる。
　式（2．24）のちは微分時間を表し、式（2．25）のηは積分時問を表す。さらに式（226）の編は
PID調節計の比例ゲインを表す。ここで、これらのPIDパラメータを表2．2に示す。
表2．2　PIDパラメータ
L 100 150 200 280 330
T’ 0．9 0．9 0．9 0．9 0．9
kp 0．7 0．7 0．7 0．7 0．7
Tl 61．9079292．8618823．815873．3422204．2961
TD 11．576751 ．3651323．153512．4149138．20329KM 0．055530．03702．0277650．0198320．016827
　また、表2．2で示したPIDの各パラメータを図示したものが次の図2．3から図2．5で
ある。
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kp一L
　0．8
　0，7
　0．6
　0．5
旦0．4
　0，3
　0．2
　0．1
　0
　　0
　250
　200
　150目
　100
　50
　0
　　50
図2．3
100　　　　150　　　　200　　　　250　　　　300　　　　350
　　　　L（m）
比例ゲインのLによる変化
　　　TI－L
0　　　50
図2．4
100　　　　150　　　　200　　　　250　　　　300
　　　L（m）
積分時間のLによる変化
　　TD－L
35
　45
　40
　35
　30025
卜20
　15
　10
　5
　0
　　　　　　 　　　　　　0　　　　　50　　　　100　　　　150　　　　200　　　　250　　　　300　　　　350
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　L（m）
　　　　　　　　　　図2．5　微分時間のLによる変化
以上から以下が考えられる。
・左：比例動作の大きさはLの大小によらず一定であるが、このケースの場合〃は　　1一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ψ
　0．7であるため、比例ゲインが過大であることが考えられる。したがって、過大な
　比例ゲインによって系の安定性は悪くなり、位相余有は減少する傾向にある、
　　　　　　　　　　　　　　　　　10
　・　711積分時問はLに比例して増大しているため、積分動作はLの増大に反比例し
　　て減少する。このため、積分動作の減少に伴い位相余有は増大する傾向にある。
　・　7b；微分時間はLに比例して増大する。このため、微分動作は増大し、比例動作
　　が過大であることからもたらされる振動を減衰させる。そして、位相余有は増大
　　する傾向にある。
　・　K　：船体ゲイン定数はLの増加に反比例して減少する。したがって、系の位相余　　　材
　　有はLの増加に伴い、増大する傾向にある。
　これらが互いに相殺した結果、同一のT’、K’の場合、全てのLの船においてNyquist
軌跡はほとんど、同一の軌跡となるが、Lの増加に伴って位相余有は微減すると考えら
れる。
2．2．3．操舵による船体運動の応答特性
　次に表2．1で示した制御係数を使った数値シミュレーション結果から航跡の時系列変
化を図2．6から図2．10に示す。航跡の時系列変化は操舵による船体の応答特性を最もよ
くあらわすものと考えることができる。したがって、以後の議論において航跡の時系列
変化を利用して船体の操舵による操舵による船体の応答特性を調べることにする。
　　　　　L＝100m　Tracks　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L＝150m　Tracks
600
400
200
00　　　　　　　　　　1000　　　20
　　図2．6L＝100m
00
600
400
200
00
　図2，7
　　1000　　20
L＝150m
00
11
L＝200mTracks600
400
200
00　　　　　　1000　　20
図2．8Lニ200m
00
600
400
200
L＝280m　Tracks
00
図2．9
　　　1000
Lニ280m
200
L＝330m　Tracks
600
400
200
00
図
　　　　　　1000　　20
2．10　Lニ330m
OO
こ．れらの図から以下がわかる
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・L；100mにおいても航跡の時系列変化は、減衰振動ではあるがハンチングが認め
　られる。
・この減少はLが増大するのに伴い、より顕著になっている。
・特にL＝280m、330mにおいてはオーバーシュートが顕著になっている。
・全てのLについて制御応答は速いことが、第1航路から第2航路への変針箇所で
　確認できる。
　したがって、前節で考察した結果が確認できる。すなわち、PID調節計の比例ゲイン
が過大であるため、操舵による船体の応答はこれらの図で示したように振動形を示す。
　さらに、積分時問がLの増大に連れて増加しているため、積分動作は減少しているこ
とがこれらの図における横偏位量の増加から読み取れる。同時に積分動作の減少と微分
時間の増加に伴う微分動作の増加により、船体の操舵による船体の応答は速くなってい
る。
　そして、これらを総合すると、全てのLについて操舵による船体の応答はハンチング
が認められるものの減衰振動の範囲であり、これ故、系の安定性は損なわれてはいない
ことが確認できる。
　以上の考察から、式（2．5）、（2。6）、（2。7）で導入された正規化操船者制御定数による船体
制御では、Lの大小に係わらず全ての制御対象の船体に対し、一定の位相余有による系
の安定性を確保する。それと同時に、操舵による船体の応答を減衰振動形、つまり、行
き過ぎ量を許す船体制御により舵追従性の悪い船に対して横偏位量の発生を抑える特
性があるP
　T’が大きい船は、舵追従性が悪い。したがって、本研究で扱う操船者特性では式（2。23）
で示したように船体ゲイン定数KMはT’の増大に伴って増加する。したがって、対象と
する系のゲインが増加することになるので、横偏位量の発生は抑制することができる。
また、それと同時に位相余有は減少し、不安定領域に近づくことになる。
　ここで、T’を増大させた時のNyquist軌跡と操舵による船体の応答を図2．11および図
2．12に示す。ただし、L＝mOmと280mを抜粋して示す。
　これらの図から、T’が増加すると船体ゲイン定数も増加するが、位相余有は減少して
いることが明らかとなる。また、操舵による船体の応答では減衰振動を示し、T’の増加
に伴って行き過ぎ量、横偏位量も抑制が効いでいることが示された。
　一般に自動制御系においてゲインが増加すると位相余有は減少し、系の安定性は不安
定領域に近づくことになるが、残留偏差は減少する。したがって、ここで対象とした系
についても一般的な自動制御系と同様の結果が示されたことになる。
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一1
L＝100
－0．5
600
400
200
％
一〇．5
一1
L＝280
－0，5
　　　　　　　　　　　　　1
丁一＝0．9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T『＝0．9
丁一＝1．8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TI＝1．8
T’＝2．17　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁’＝2．17
TI＝2，95　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tl＝2．95
　　図2．11船体ゲイン定数の増加に伴う位相余有の変化
　　L＝100m　Tracks　　　　　　　　　　　　　　　　　　L＝280m　Tracks
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　600
0
400
200
　　　　　　　1000
　　　丁響＝0，9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T『＝0．9
　　　丁響＝1．8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁響＝1．8
　　　T’＝2，17　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T’＝2、17
　　　丁一＝2．95　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TI＝2、95
図2．12　船体ゲイン定数の変化に伴う操舵による船体の応答
一〇．5
1
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2．2．4．適応制御特性
　適応制御は従来のPID制御では制御対象の特性変動に対応できず制御性能が低下する
ことを回避するために、制御器の制御特性を制御対象の特性変動に適応させることでよ
り良好な制御性能を得ようとするものである。
　操船システムの場合、操船者が自動制御システムにおける制御器の役割を担うことと
なる。そして、操船者は制御対象の船の種類が異なっても適切に船体制御を行っている
ことは周知の事実である。すなわち、操船者には適応制御特性があると考えられている。
ここでは、船体制御特性の変化を船長によるものとし、操船者の適応制御特性を明らか
とする。
　先に求めた正規化制御定数から、船長L＝100の操船者制御定数をL二150、200、280、
330の各船種に当てはめた際の数値シミュレーション結果をNyquist軌跡と操舵による
船体の応答の変化として図2．13に示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tracks　with　L＝100Coefficients
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　600
一1 一〇．5 ％
一〇．5
　　　　　　　　　　　　　　　　1　一一一一一一一Lニ100　　　　　　　　L＝200　　　　　　　　L＝330
　　　L＝150　　　　　　　　L＝280
From　the　upper330m，280m，200m，150m，100m　intum
400
200
00
一一一一 ＝100m
L＝150m
L＝200m
L＝280m
L＝330m
1000　　2000　　300
図2．13　Lニ100の制御係数による各船種のNyquist軌跡（左）と
操舵による船体の応答の変化（右）
　図からも示されるとおり、位相余有は船長の増加に伴い減少している。また、操舵に
よる船体の応答は船長が増加すると振動が大きくなることがわかる。特にL；280m以上
では位相余有は不安定領域に近づくとともに操舵による船体の応答は大きく持続振動
していることが示される。
　これは、船長Lに対応した制御係数よりもKxは大きく、Kdは小さくなっていること
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が理由である。Kxの増加は位相余有の減少と操舵による船体の応答の持続振動を、そし
て、Kdの減少は位相余有の減少と操舵による船体の応答の振動抑制の減少を意味してい
る。これらは図2．13から明らかである。
　これより、L＝100mの制御係数を他の船に当てはめた状態では、操舵による船体の応
答は持続振動を示し、さらに系の安定性も低下することが示される。
　これに対して、図2．2および図2。6に示したとおり、また、前節で明らかにしたよう
に各船種に対応した制御係数では操舵による船体の応答は振動形を示すものの減衰振
動であり、系の安定性も全ての船に対して同一であることが示されている。
　つまり、コントローラとしての操船者は操船者制御特性を制御対象の特性変動に適応
させて船体制御を行っていることがわかる。すなわち、操船者特性には適応制御特性が
あることが示された。
　ここで、操船者の適応制御特性の意味について考察する。今回のシミュレーションで
は操船者制御係数を固定させ、異なる船長の船に適応させてその制御特性を調べたもの
である。その結果、異なるLの船に対する制御結果は持続振動をもたらしたことで制御
は失敗したことが示された。このことは、それぞれの船に固有の操船者制御係数は制御
対象の制御特性に合致したものであると言うことができる。操船者制御係数は操船者の
制御特性であるため、これは換言すると、操船者は少なくとも制御対象の船長Lの変化
に適応した制御を行っていることになる。
　制御対象たる船の制御特性を変動させる特徴量は船長Lの他、船型、船幅、等、考え
られるが、操縦性指数丁’、KラとK、Tの関係を考慮すると、制御対象たる船の操縦性能
を推定する上で船長Lは最も重要な要因であることがわかる。
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2．3．操船者支援のための方策
　前章までで、操船者の制御特性は操舵による船体の応答を減衰振動させるとともに、
船長の相違に係わらず位相余有をほぽ、一定とさせることがわかった。さらに、制御対
象の船の船長が大きくなると設定航路線への追従は減衰振動におけるオーバーシュー
ト量が増大することが操船者の一般的傾向として示された。また、本研究で対象とした
システムにおいてT’が増大すると船体ゲイン定数も増加し、減衰振動が減少するととも
に設定航路線に対するオーバーシュート量は減少することがわかった。
　また、操船者は制御対象の船の船長の変化に自身の制御特性を変化させることで対応
していることが示された。
　本節では、前節で明らかとされた操船者の適応制御特性を利用した操船支援のための
方策を検討する。適応制御特性を利用した操船支援は操船者の本来有する特性であり、
この特性を引き出すことにより適切な支援ができる。
　前節では船長Lから操船者は制御対象の制御特性を推定して船体の制御を行っている
ことが示された。本節では、この適応制御特性を利用した操船者支援のための方策を検
討する。
2．3．1．適応制御特性を利用した操船者支援
　操船支援の目的は必ずしも熟練者ばかりではない操船者にとっても、容易に利用でき
るとともに1確実に操船結果の向上が図れることである。そのため、操船者に船体の制
御特性を操船中においても正しく推定させるこ．とを考えた。
　操船者の適応制御特性は制御対象の特徴量をもとに船体の制御特性を推測しており、
異なる船長Lの船．に対しても操船者は船体の制御特性を推定していると考えることがで
きる。しかし、、操船者は必ずしも船体の制御特性を確実に推定することはできないと同
時に、操船者個人の知識・経験の程度の相違、あるいは、もっと個人的な操船の癖など
によって、制御特性を推定する上で差異が発生することは避けられないことである。
　したがって、操船者個人による操船の個人差を平準化すること、つまり、操船者の制
御特性の個人差による変動を適応制御特性によって平準化することが必要である。
　ここで、一次系船体運動方程式（2．2）について評価関数（2．1）を最小とする最適レギュレ
ータ問題を解いて得られた最適制御モデルにおける状態変数に係わる制御定数は、式
（2．1）の最適レギュレータのフィードバック・ゲインとして求められたものである。そし
て、操船者制御定数は航路航行操船における操船者の制御特性をこの最適制御モデルに
当てはめて求めたものである。
　したがって、航路航行操船における操船者制御モデルにおいて状態変数を正しく把握
することにより、フィードバック・ゲインとしての操船者制御定数の個人差による差異
を低減することで、適応制御特性によって操船者が船長Lから船体制御特性を推定する
際の精度が向上できると考えた。
　状態変数としては、回頭角速度、船首方位偏角、横偏位量を対象とする。これらは操
船者の船体制御による結果として船体運動によりフィードバックされる状態変数であ
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る。操船者は状態変数を確認しながら操船している。
　これらの状態変数のうち、船首方位偏角は現在の船体の動きを表しており、回頭角速
度は現在行った制御による船体の未来の動きを表す。また、横偏位量は過去の船体制御
の結果を表す。そして、操船者制御モデルによって、船首方位偏角は比例要素の入力を、
回頭角速度は微分要素の入力を、そして、横偏位量は積分要素の入力を表す。
2．3．2．状態変数表示の操船者特性に与える影響
　状態変数を表示することで操船者の支援を行うことを検討したが、ここではまず、操
船者特性の制御的意味について明らかとする。
　操船者制御係数は航路航行操船において船体制御に対する以下に示す効用がある。
（ア）　船首方位偏角制御係数Kp
　Kpは船首方位が設定針路に対して偏差が生じた時、すなわち、船首方位偏角が発生し
た時にその偏角を修正する比例動作における制御係数である。したがって、Kpが小さい
時には船体の舵操作における応答は針路の修正動作が小さいことから設定針路に達し
ないことになる。反対にKpが大きい時には針路の修正動作が大きいために設定針路を
超過し、設定針路より行き過ぎることになる。また、Kpが適切な値の時はちょうど設定
針路に整定することになる。つまり、Kpは設定針路に対する操舵による船体の応答の形
状を直接決定する制御係数となる。
（イ）　横偏位量制御係数Kx
　Kxは船体位置が設定針路に対して偏位した時、すなわち、横偏位量が発生した時に
設定針路に対する偏位を修正する積分動作における制御係数である。したがって、Kxが
小さい時には横偏位の修正動作が小さくなり、設定針路に達しない。また、Kxが大きい
時には横偏位の修正動作が大きくなり、設定針路を超過する。そして、この際の横偏位
に対して引き続き、同様な修正動作を行うため、操舵による船体の応答は振動すること
になる。つまり、Kxは操舵による船体の応答の振動を支配する制御係数となる。
（ウ）　回頭角速度制御係数Kd
　Kdは船体が操船者の制御によって運動する際に発生する回頭角速度を減衰させる動
作に関わる制御係数である。したがって、Kdが小さい時には回頭角速度の減衰動作が小
さくなるためその時点における船体運動の抑制は小さくなる。また、Kdが大きい時には
減衰動作は大きくなるため、その時点における船体運動の抑制は大きくなる。また、こ
のような制御動作から、船体運動の速応性に関する制御係数でもある。つまり、Kdは操
舵による船体の応答の振動を減衰させる制御係数となる。
　操船者モデルでは、航路航行操船の場合、上に記した制御動作を組み合わせて船体制
御を行っていることになる。
　次に状態変数表示の有無が操船者特性にどのような影響を与えるかを調べることに
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する。このため、現状の操船システムにおいて操船者特性に直接関係のある回頭角速度
計の表示の有無が操船者特性にどのような影響があるかを調べた。
　表2．3と図2．14に回頭角速度表示を行った場合とそうでない場合の操船シミュレー
タによる平行移動操船実験結果から求めた操船者特性係数を示す。さらに、Nyquist軌跡
を図2．15に示す。なお、図中、NTRIは回頭角速度計なしを、TRlは同ありを示す。（以
下、同様）
表2．3　操船者制御係数比較（左：回頭角速度計なし、右＝回頭角速度計あり）
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図2．14操船者制御係数比較
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図2。15　Nyqui8t軌跡比較
　回頭角速度表示を行わなかった場合（NTRl）は表示を行った場合（TRI）と比較して
以下のような相違が示された。
　（1）横偏位量係数Kxは船長200mを境に200m未満では減少し、200mを超える船
　　　　では増加した。また、船長200mの船ではほぼ等しい。
　（2）船首方位偏角係数Kpは船長150mではほぼ等しく、100mでは減少している。
　　　　また、船長200m以上では増大した。
　（3）回頭角速度係数Kdは全ての船種について増加した。この時、船長330mでは
　　　　特に増加傾向が大きいことが認められる。
　（4）船長100m、150m、200mでは位相余有は増大し、船長280m、330mでは減少し
　　　　ている。
　次にこの実験で求められた制御係数によって航路航行シミュレーションを行った。そ
の結果を航跡の時系列変化として図2．16に示す。
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図2．16　回頭角速度表示有無による時系列航跡変化
　数値シミュレーション結果は操船者制御係数の変化を裏付けるものとなっている。
　すなわち、船長100mの船の場合、NTRIではKxは減少、Kpが微減し、Kdが微増し
ている。（以下、各船長の船の場合においてTRIを基準としNTR．iの時の変化について述
べることとする。）操舵による船体の応答はTRiの場合と変わらずオーバーシュート形
であるが横偏位量は大きくなっている。また、位相余有もTRlの時より増大している。
この時、Kxの減少分はKd、Kpの増減分に比して大きい。このため、Kxの減少による
効果によって、横偏位量は増大するとともに位相余有も増大する。
　また、船長150mの船ではKxが減少、Kp、Kdは微増している。操舵による船体の応
答はオーバーシュート形であるが、横偏位量は増加しており、位相余有も増大している。
この時も船長100mの船の場合と同様にKxの減少効果によって横偏位量は増大し、位相
余有も増大する。
　船長200mの船ではKxは微増し、Kp、Kdは増大している。操舵による船体の応答は
アンダーシュート形となり、位相余有も増大している。ここでは、PID制御のバランス
から考慮すると、Kp、Kdは増加しているものの、これら二つの制御係数の増分に見合
うだけKxは増加しておらず、見掛け上、Kxは減少していることになる。従って、この
ようなKxの減少効果によって横偏位量の発生は増大し、操舵による船体の応答はアン
ダーシュート形を示すことになる。同時に同様の理由によって、位相余有についても増
大することになる。
　次に、船長280mの船ではKx、Kp、Kdともに増大している。また、操舵による船体
の応答はTRIもNTR【もほとんど変わらず、横偏位量についても変わらない。また、位
相余有に若干の減少は認められるものの位相余有の減少に有意な差は認められない。こ
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の時、各制御係数の増大はゲインを増大させるのと同じ効果を有する。このため、操舵
による船体の応答はKpの増大効果による振動がKdの増大による効果によって抑制され
てオーバーシュート形となり、Kxの増大によって横偏位量の発生も抑制され、位相余有
は減少するが、その差は僅少となる。
　最後に、船長330mの船ではKx、Kp、Kdともに増大している。操舵による船体の応
答はTRIの時より振動が大きく、横偏位量も大きくなっている。また、位相余有は安定
領域にあるものの減少している。この時、Kx、Kp、Kdの各制御係数は増大しているに
も拘らず、操舵による船体の応答は振動形を示すとともにオーバーシュート量も大きく
なっている。操舵による船体の応答が振動形を示すのはKpの増大による影響である。
NTRI時のKpは他の二つの制御係数の増分より増加の程度は小さいにも拘らず操舵によ
る船体の応答が振動形を示すのは、Kp増大によって生じる振動をKd、Kxの増大によっ
ても十分に抑制できていないことを表している。つまり、TRI時における各制御係数の
値がこの時の系の限界値であり、KpをTRI時の値よりも増大させることは系の制御バ
ランスを乱すことになると考えられる。すなわち、NTRIでは特にKpにおけるPID制御
の限界値を超過しているため、良好な制御とは言えない。
　ここで、回頭角速度、船首方位偏角、横偏位量に対応する各制御係数の変化について
考察する。
　回頭角速度係数Kdの増大は、発生した回頭角速度に対する修正動作を大きくするこ
とであり、位相余有を増大させ、操舵による船体の応答の振動を抑制することである。
　また、横偏位量係数Kxの減少は、発生した横偏位量に対する修正動作が小さいこと
である。制御的には位相余有を増大させ、操舵による船体の応答をアンダーシュート形
とすることである。一方、Kxの増大は、発生した横偏位量に対する修正動作が大きいこ
とである。制御的には位相余有を減少させ、操舵による船体の応答をオーバーシュート
形とすることである。
　次に、船首方位偏角係数Kpの増大は、発生した船首方位偏角に対する修正動作が大
きいことである。制御的には位相余有を減少させ、操舵による船体の応答は振動形とす
ることである。一方、Kpの減少は発生した船首方位偏角に対する修正動作が小さいこと
である。制御的には位相余有を増大させ、操舵による船体の応答をアンダーシュート形
とすることである。
　以上をまとめると、回頭角速度表示がない場合の操船者の制御には次のような特徴が
あることがわかった。
　操船者は既に述べたように制御対象の船の船長Lをもとに操縦性能を推定しており、
その推定した操縦性能を元に実際の船体制御からのフィードバックである状態変数を
確認しながら操船している。この時、操船者は各状態変数の値を元に推定した操縦性能
を実際の操縦性能に適応させるように船体制御することになる。回頭角速度計がないこ
とは、これら状態変数のうちで船体運動を表す回頭角速度の確認が正確には行えないこ
とを意味している。船体制御においては操舵による回頭運動の制御が重要であり、回頭
運動を表す回頭角速度の発生、発達、減衰、終息を逐一、表示する回頭角速度計がない
ことは操船者が船長Lから推定した操縦性能を操船時にフィードバックされた状態変数
から修正することができなくなるということになる。つまり、操船者の適応制御特性が
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悪くなるということとなる。実際、今回の実験において操船者は回頭角速度の把握を船
首方位の変化によって行っていた。回頭角速度は操舵を行うと実際の回頭運動が確認で
きる前に直ちに発生する。通常、操船者は回頭角速度の発生を回頭角速度計によって発
生と同時に確認することができる。回頭角速度の終息も同様である。この間の回頭角速
度の発達と減衰にっいては回頭角速度計と同時に船首方位の変化によって確認してい
る。したがって、回頭角速度計がない場合、操船者の船体運動把握の方法は、船首方位
の変化のみとなる。このため、追従性指数が小さい場合には時定数が小さいため操舵を
行ってから船体の回頭運動を把握できるまでの時間は短いものとなるが、追従性指数が
大きい場合には時定数が大きいため操舵から船体の回頭運動の把握までの時間は長く
なる。また、旋回性指数が大きい場合には操舵してから船体の回頭運動はその初期の段
階から顕著に把握できるが、旋回性指数が小さい場合には船体の回頭運動が顕著に把握
できるようになるのは回頭各速度が十分に発達してからとなる。
　さて、船長100m、150mの船では横偏位量の抑制が若干ではあるが、小さくなってい
る。このような小型船の場合、一般に追従性および旋回性は良好、つまり、追従性指数
は小さく、旋回性指数は大きい。小型船において、操船者の操舵による船体の回頭運動
の把握は操舵から間をおかずに行うことが可能である。このため、回頭角速度計がない
場合、操舵してから後追いでも船体制御を行うことができる。しかし、回頭角速度の発
生、終息の判断は回頭角速度計がある場合に比べて遅れがちとなる。特に、回頭角速度
の終息は回頭が定速運動に入ったことを表す、もしくは、回頭運動の終焉を表している
ため、特に回頭角速度の終息が正確に把握できないことは設定針路からの横偏位量が増
大することとなる。
　これを操船者の適応制御特性の観点から述べると、操船者はまず、船長100mと150m
の操縦性能の良好な船の操縦性能を推定することになる。そして、この推定に基づいて
操舵を行い、その結果をフィードバックされた状態変数として船首方位の変化から船体
運動、つまり、回頭角速度を確認する。この時、推定した操縦性能と実際の制御結果と
の差異を把握しながら、操船者特性を適応させることでこの差異を吸収することになる。
回頭角速度計がない場合にはこの操船者特性の適応制御特性が十分に行われないこと
になる。
　一方、船長200m以上の船では船首方位偏角（比例制御）、横偏位量（積分制御）、回
頭角速度（微分制御）の抑制が大きくなっている。船長200m以上の大型船では旋回性、
追従性も小型船に比べると劣る。このため、大型船においては船体の回頭運動における
回頭角速度の発生と発達および減衰と終息の確認は特に重要となる。一般に夫型船では
回頭しづらく、また、設定針路への追従にも時間がかかるが、船体質量が大きいため、
一旦、回頭を始めた場合の慣性力が大きくなる。従って、この慣性力を制御することが
大型船の場合の制御の目的ともなる．これ故、回頭角速度の発生と発達、減衰と終息を
早期に確認することが、大型船の船体制御を行う上で必要不可欠となってくる。
　さて、回頭角速度計がない場合、大型船において操船者は十分に回頭角速度が発達し
てから操舵による船体の回頭運動の把握が可能となる。この時、船体運動（回頭運動）
の確認は主に船首方位偏角によって行うことになる。このため、操船の失敗を防ぐため
に船首方位偏角が発生した時点で操船者は操舵を行うことになる。これは、換言すれば、
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操船者は回頭角速度計がない場合、船首方位偏角に基づいて船体制御を行っているとい
うことになる。
　この時、操船者は船体の船長Lから操縦性能を推定し、この推定に基づき船体制御を
行う。操舵のフィードバックとして主に船首方位偏角に操船者特性を適応させる。従っ
て、Kpが増大するとともに操舵による船体応答が振動的になることを抑制するために
Kd，Kxもそれぞれ増大させるように操船者特性を適応させているものと考えられる。
　つまり、回頭角速度計がない場合、小型船（L＝150m以下）と大型船（L＝200m以上）
のどちらの場合においても、船体運動を表す回頭角速度の把握が正確に行えないことか
ら操船者特性の適応制御が良好に行われないことが明らかとなった。特に大型船の場合
に回頭角速度計がない場合の影響が顕著であることがわかった。換言すれば、船体制御
のフィードバックである状態変数として回頭角速度を操船者に効果的に提示するこ．と
が操船者特性の適応制御能力を向上させることになり、特に大型船において良好な操船
結果を得ることができるものと考えられる。
2．3．3．状態変数表示による操船者特性改善
　前節では、状態変数の一つである回頭角速度を表示することで操船者の適応制御特性
が向上できることが示された。本節では、このような操船者の適応制御能力をさらに高
めるために状態変数を正確かつわかりやすく表示することで良好な操船結果を得るた
めの考察を行う。
　大型船に対して操船者は2．2節で示したように操舵による船体の応答をオーバーシュ
ート形として設定航路を追従していた。一般に制御システムのステップ応答はアンダー
シュート形の応答よりオーバーシュートさせた方が残留偏差の最小二乗面積は小さく
なる。また、オーバーシュート形の応答においても、オーバーシュート量を最小にする
ことが横偏位量の発生が最小となる。
　したがって、本研究で対象とするシステムにおいても大型船の操舵による船体の応答
をオーバーシュート形としながら発生したオーバーシュート量を最小とすることで、横
偏位量の最小二乗面積を小さくすることができると考えた。つまり、制御結果を良好と
するために操舵による船体の応答を減衰振動形とするように操船者特性を改善するこ
とを考える。
　ここで、操舵による船体の応答を減衰振動形とすることは、オーバーシュート量を許
容しながら設定航路に追従し、しかも、発生したオーバーシュート量を減少させること
である。したがって、操船者特性制御係数は次のように変更すればよいことがわかる。
　・　オーバーシュート量の減少：横偏位量制御係数Kxを増大させる。
　・減衰振動：回頭角速度制御係数Kdを増大させる。
　ここでの考察内容をもとに船長100m、280mの船に対して正規化した操船者制御係数
K．x、Kdを次に示すように変更してNyquist線図および操舵による船体の応答を調べた。
船長100mの制御係数を表2．4に、船長280mの制御係数を表2．5に示す。
　なお、Kpについて正規化した操船者特性においてKpは一定であったことから、改善
の対象とはしない。さらに、前節で示したように回頭角速度を表示しないことは回頭角
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速度制御係数を含めた全ての制御係数に影響を与えたことから、状態変数の表示は関連
する制御係数以外の制御係数についても影響を及ぼすことが類推できる。
　　　　　　　　　　　　　　表2．4　船長100m
　　　　　　　　　　　　　　　　Kx　　　　K　　－　Kd
　　　　　　　　　　Ori　inaI　　　　．　　　　　　　　0．525
0．0§8438　0：525
表2．5　船長280m
　Kx　　　　K
O、064286　　　　　　1．2
0．8〒8125
　　　　　　　　　　　Ca5e50：080358　1：25：235988
　表2．4および表2，5においてCase1～Case5は、以下のように設定した。
　・Casel　Kpは正規化された制御係数、Kx、Kdはもとの正規化した係数を5％増
　　加
　・Case2　Kpは正規化された制御係数、Kx、Kdはもとの正規化した係数を10％増
　　加
　・Case3　Kpは正規化された制御係数、Kx、Kdはもとの正規化した係数を15％増
　　加
　・Case4　Kpは正規化された制御係数、Kx、Kdはもとの正規化した係数を20％増
　　加
　・Case5　Kpは正規化された制御係数、Kx、Kdはもとの正規化した係数を25％増
　　一加
　船長100mの各ケースの制御係数に対応したNyquist線図と操舵による船体の応答を図
2．17に示す。
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　　　　27
　同様に船長280mの各ケースの制御係数に対応したNyquist線図と操舵による船体の
応答を図2．18に示す。
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図2．18　船長280m操船者特性改善
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　船長100mおよび280mのそれぞれのケースにおいて、位相余有は減少するとともに、
操舵による船体の応答は振動形を示しながら、設定航路線に追従している。しかし、船
長100mでは操舵による船体の応答はオーバーシュート形を示しており、元の正規化係
数によるそれぞれのケースの間には顕著な相違は認められない。一方、船長280mでは
元の係数による操舵による船体の応答はアンダーシュート形を示しているのに対し、修
正を加えた数値による操舵による船体の応答は減衰振動形となっていることが示され
た。これ故、操船者特性の改善は大型船に対して効果的であることがわかる。
　したがって、本研究において操船者特性の改善は大型船を対象に行うこととする。そ
して、大型船を対象として操船者特性を改善するためには操船者特性を表す状態変数を
表示することで横偏位量制御係数Kxと回頭角速度制御係数Kdを増大させることが必要
である。
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2．4．操船者支援
2．4．1．状態変数の表示方法
　前節の検討結果を元に、操船者特性を改善するための状態変数表示システムを検討す
る。
2。4．1．1．状態変数表示の制御的意味
　まず、従来の操船システムにっいて、操船者特性を表す状態変数の表示がどのように
なっているか吟味する。
　従来の操船システムでは操船者特性を直接表す状態変数の表示としては、回頭角速度
計があるに過ぎない。船首方位偏角、横偏位量については、それぞれ、船首方位、現在
船位を操船者が観測して基準値である設定針路および設定針路と比較して求める必要
がある。特に、現在船位を観測してから横偏位量を求めるには一定の時間が必要である。
　また、回頭角速度計について操船者は回頭角速度の大きさ、向きの他、回頭角速度の
発達と減衰の様子も把握しながら操船している。この際、操船者はこれらの状況を回頭
角速度計の計器版目盛を指す指針の動きを注視することで得ている。したがって、操船
者が正確に船体運動を把握するためには一定時間、継続的に指針の動きを観察する必要
がある。
　ここでこのような操船者の操船行動を制御的な観点から検討を加える。
　現在船位と設定航路線との横偏位量を把握し、この横偏位量に比例して設定航路線に
復す動作は積分動作となる。また、船首方位と設定針路との船首方位偏角を把握し、こ
の偏角に比例して設定針路に復す動作は比例動作となる。さらに、この時の操舵によっ
て発生した船体の回頭運動を観察しながら操船者が適当と考えた時点で回頭運動を段階
的あるいは、連続して止める動作は微分動作となる。
　一方、航路航行操船では操船者は保針、変針、復針を組み合わせて設定航路に追従し
て操船している。この時、保針は比例動作と微分動作を組み合わせた制御を行っている。
また、変針と復針では積分動作、比例動作、微分動作をそれぞれ、組み合わせて制御を
行っている。ところで、通常、操船者は一定の時間間隔で船位確認を行っているので、
これ故、復針も一定時間毎に行っていることになる。つまり、積分動作も一定時間毎に
行っていることになる。
　これに対して、状態変数表示を行った場合は常に船首方位偏角、横偏位量、回頭角速
度を操船者に提示することになる。したがって、航路航行操船における保針、変針、復
針の各フェーズにおいて状態変数の表示が行われることになり、実際の操縦性能の把握
が精度良く行うことができ、操船者の適応制御特性向上が可能となる。
2．4．1．2．状態変数表示の基本構想
本研究では状態変数を操船者が直感的かつ正確に把握できるような表示を行うこと
30
によって操船者特性を改善することを考案した。
　まず、現状の操船システムにおいて回頭角速度計は、回頭角速度の大きさ、方向の他、
発達および減衰の各状態を表している。一しかし、操船者が、回頭角速度計からこのよう
な船体の回頭運動に関する情報を取得するためには、一定時問回頭角速度計を注視する
必要がある。
　次に現状の操船システムにおいて直接、横偏位量を表示する航海計器はない。操船者
はクロスベアリング、レーダ、GPS等、様々な測位手段を利用して求めた自船船位を海
図に転記することで、設定航路線からの横偏位量を算出している。
　したがって、操船者が船体運動の状況を直感的に把握できるための状態変数表示方法
を検討することとした。そのために2次元図形と色の使用により、状態変数の状態を表
示することを考えた。
　回頭角速度と横偏位量の二つの状態変数の表示画面設計における検討内容を項目毎
に示す。
（1）表示全般
　　　状態変数表示は自船の船体運動状態を表すことを目的としている。したがって、
　　自船を真上から鳥鰍して表示することで操船者が自船の運動状態を客観的に捉える
　　ことが可能となる。このため、状態変数表示は平面上に2次元図形によるシンボル
　　を自船として表すこととした。
　　　また、各状態変数のそれぞれの基準からの偏位は左（左舷）を緑色、右（右舷）
　　を赤色とすることで操船者の実船操船時の感覚に合わせることとした。
　　　さらに、状態変数を2次元図形と着色で表現することの他、表示時点における状
　　態変数の数値情報を同一画面に表示することとした。状態変数の数値表示によって、
　　状態変数を表すシンボルの動きを確認することができるものと考えた。
（2）　回頭角速度の大きさと方向の表示
　　　回頭角速度の大きさを直感的に把握するため、自船の船首尾線上船首側から左右
　　に船体の回頭運動をイメージした扇状シンボルを使って回頭角速度の大きさを表す
　　こととした。すなわち、回頭角速度の大小は扇状シンボルの面積によって把握する
　　ことができる。また、回頭運動は偏位の表示とは異なり、継続的に表されるもので
　　あるため、扇状シンボルとして表現することが望ましいと考えた。さらに、船体の
　　回頭運動を際立たせて表すため、および次項（3）で触れるように固定の船形を回転の
　　中心に表示することとした。
　　　この時、左回頭時は緑色、右回頭時は赤色に扇状シンボルの外縁を着色して表す。
（3）　回頭角速度の状態の表示
　　　回頭角速度が現在、発達中であるのか、衰退中であるのかを判断することは操船
　　状態を把握する上で重要な要因である。したがって、回頭角速度が発達中か衰退中
　　かを上記（2）項の自船船形シンボルの中で同時に表現することとした。
　　　回頭角速度が発達中である場合には、自船船形シンボルの面積を燈色で表示し、
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衰退中である場合には灰白色で表示した。また、回頭角速度の変化がない場合には
左右どちらかの回頭に対応する色で対応することとした。
　なお、この際の色使用にっいてはJIS－Z8518　「人間工学一視覚表示装置を用い
るオフィス作業一表示色の要求事項」を参考とした。
（4）横偏位量の表示
　　　横偏位量は設定航路線と自船船位との偏位量として表示する。このため、設定航
　路線を表示画面の左右の中心に固定し、設定航路線の上下中心を画面中心と一致さ
　せる。そして、現在船位を表示画面上下中心に表示することで設定航路線からの左
　右の横偏位を表示することとした。
　　　この際、操船者に船首方位、回頭角速度の表示としての予断を与えないため自船
　　を表すシンボルを船形ではなく、円で表わす。さらに、左偏位時には円を緑色に着
　色し、右偏位時には赤色に着色表示する。
　　　横偏位量は設定航路線と現在船位との間の間隔により表される。そして、この表
　示により操船者は横偏位量の大きさ、偏位の方向を直感的に捉えることができるも
　のと考えた。
2．4．1．3．状態変数表示画面
　以上の検討を元に船首方位偏角、横偏位量、回頭角速度の各状態変数を表示すること
で、それぞれに対応する操船者特性を表す制御係数を増大させるための状態変数表示画
面を考案した。
　本研究では操船シミュレータを利用することでこれらの状態変数をホストコンピュー
タからLANを介して得ることとした。実験システムを図2．19に示す。
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図2．19　状態変数表示実験システム
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　実船において、これらの状態変数は船体運動のセンサ出力を利用することで表示でき
るものと考えられる。
　状態変数表示システムは横偏位量表示画面、回頭角速度表示画面から構成されている。
（1）横偏位量表示画面
　横偏位量表示画面を図2．20に示す。
図2．20　横偏位量表示画面
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（2）回頭角速度表示画面
　回頭角速度表示画面を図2．21と図2，22に示す。
図2．21　回頭角速度表示画面（左回頭時）
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図2、22　回頭角速度表示画面（右回頭時）
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2．4．2．状態変数表示実験
　前節までの考察結果を元に本研究で考案した状態変数表示システムを使って操船シ
ミュレータ実験を行った。以下、実験について示す。
（1）目的
　操船者に対レて横偏位量、船首方位偏角、回頭角速度の状態変数を適切に表示す
ることによって操船者特性として表される各制御係数が増大し、このような制御係
数による航路航行操船結果は設定航路線からの横偏位量が最小となることを示す。
　結果として、操船者特性が改善できることを明らかとすることを目的とする。
（2）実験内容
　状態変数表示システムを本学操船シミュレータと連接し、操船シミュレータから
操船中に状態変数をリアルタイムで取得するとともに、前節に示した3つの状態変
数表示画面をそれぞれ、単独に操船中に操船者に提示する。この時のシナリオは、
平行移動操船とし、横偏位量、船首方位偏角、回頭角速度に対する制御係数を求め
る。
（3）実験条件
ア。供試船
　　供試船は以下の船とする。
　　①100m小型鋼船
　　　丁’＝0．9、K’＝1．2、L＝100m
　　②280mコンテナ船「
　　　T’＝1．8、K’＝1。05、L＝280m
イ．被験者
　　被験者は経験豊富な船長、航海士数名とした。
ウ．外力条件等
　　外力はなしとし、地形的拘東による影響を排するためにオープンシーの設定
　　とした。
エ．実験条件
　　状憲変数は以下の条件の下で表示した。
　　①状態変数の表示なし
　　　ジャイロコンパスレピータによる船首方位角表示なし、回頭角速度計によ
　　　る回頭角速度表示なし。
　　②船首方位偏角
　　　ジャイロコンパスレピータによる船首方位角表示のみ。
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③横偏位量
　横偏位量表示画面による横偏位量表示のみ。
④回頭角速度．
　回頭角速度計を隠し、状態変数表示システムの回頭角速度表示による回頭
　角速度の把握のみ。
2．4．3．操船支援実験結果
状態変数表示実験の結果を以下に示す。
（1）操船者制御係数算出結果
　各表示において操船シミュレーション実験時に記録された舵角、横偏位量、船首
方位偏角、回頭角速度の回帰分析によって操船者毎に求められた制御係数を平均し
たものを表2．6と図2．23に示す。
　これらの図表から、以下が明らかとなった。
ア．自船種類が船長100m
・Lat．Dev．（横偏位量）表示の場合、Kx、Kp、KdはNo．Support（表示なし）の
　場合より増大している。
・Tum　Rate（回頭角速度）表示の場合、Kx、KpはLat。Dev。表示とほとんど等し
　いが、KdについてはLat．Dev。表示の場合より若干、減少している。
・No・Supportを除く各表示の場合、表示対象とした状態変数に対応した制御係数の
　みならず、他の状態変数に対応した制御係数も増大している。
イ。自船種類が船長280m
・Heading（船首方位）表示の場合、Kx、Kp、KdはNo．Supportの場合よりも減
　少している。
・L＆t．Dev．表示の場合、K：x、Kp、KdはNo．Supportの場合とほぼ等しい。
・TumRate表示の場合、Kx、Kp、Kdは他の場合よりも顕著に増大している。
表2．6　制御係数
100m
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（2）周波数特性比較
　　　上記（1）項で求められた制御係数を使って、系の周波数特性を調べるために
　　Nyquist軌跡を求めた。船長100m、280mに対して各表示によるKx、Kp、Kdと伝
　　達関数によるNyquist線図を図2．24に示す。
　　　　　　　　L＝100m　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lニ280m
－1　　　　　　　　　　　　　－0．5　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　－1　　　　　　　　　　　　　－0．5　　　　　　　　　　　　　　0
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　　　　　　　　　　　　　　　　一1
一一一一一一一 o　SupPort　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一一一一一→》o　SupPort
－Heading　Dev．Angle　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一Heading　Dev．Angle
一一一一一一 ateral　Deviation　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噸一Lateral　Deviation
　　　Tum　Rate　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tum　Rate
一一一一一 ormaIized　Coef罰cients　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一一一一一一Normalized　Coef廊cients
　　　　　　　　　　　　　　図2．24Nyqui8t線図
　　　図2．24から、以下が明らかとなった。
一〇．5
一1
ア．自船船種が100m
・位相余有はNo．Support（表示なし）、Heading（船首方位表示）、Lateral
　Deviation（横偏位量表示）、Tum　Rate（回頭角速度表示）の順に減少する。
　Lat．Dev．とTumRateの位相余有の差異は微少である。
　位相余有最大のNo．Supportと同最小のTumRateの差は小さい。
イ．自船船種が280m
・位相余有はHeading、Latera1Deviation、NoSupport、TumRateの順に減少す
　る。
　NoSupportとLateralDeviationの位相余有は、ほぼ等しい。
　TumRateとその他の表示の間の位相余有の差は顕著である。
（3）数値シミュレーション結果比較
ヒ記（1）項で求めた制御係数を使った航路航行の数値シミュレーシ・ヨンによる航跡
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の時系列変化を図2．25に示す。また、2．2．3節で示した正規化制御係数を使った数
値シミュレーションによる航跡の時系列変化との比較を図2。26に示す。また、この
時の横偏位量を表2．7および図2．27と図2．28に示す。
表2．7　横偏位量
100m 280m
図2．25、図2，26および表2．7、図2．27、図2．28から以下が明らかとなる。
ア．自船船種が船長100m
・各表示間の平均横偏位量の最大値（No　Support）と最小値（Tum　Rate）の差は
　2．7mと非常に狭い。
・平均横偏位量はNFoSupport、Heading、Lat．Dev。、TumRateの順に減少する。
・Lat．Dev。とTumRateの平均横偏位量はほとんど、等しいがTumRateの方が小
　さい。
・Headingを除いて、No．Supportを含む他の3表示はオーバーシュート形を示す。
・オーバーシュート量はNo，Supportが最大であり、Latera1Dev．、Tu坦R＆teの順
　に減少している。
・Normalized（正規化係数）とTumRateを比較すると、Normalizedの場合はTum
　Rateよりもオーバーシュート量は増大しており、平均横偏位量もNormalizedの
　方がTumRateより大きい。
イ．自船船種が船長280m
・TumRate以外のNo．Supportを含む表示はアンダーシュート形を示す。
・アンダーシュート形を示す表示のうち、Heading、　Lateral　Dev．、No．Support
　の順に平均横偏位量は減少する。
・TumRateはオーバーシュート形を示しながら、設定航路線に追従しており、平均
　横偏位量も最小となっている。
・NormalizedとTumRateを比較すると、NormalizedはTumRateよりもオーバ
　ーシュート量は小さく、平均横偏位量はNormalizedの方がTurn　Rateより大き
　いQ
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2．4．4．操船支援表示による効果
　上述した操船シミュレータ実験結果から船長100mと280mについて、以下に示すよ
うなことが明らかとなった。
（5）船長100m
　　　制御係数を増大させる効果の観点から、回頭角速度表示における、Kx、Kpの増大
　効果が大きいことがわかった。Kdについては、横偏位量表示が最大となっているが、
　回頭角速度表示の場合のKdとの差は僅少である。また、平均横偏位量は回頭角速度
　表示の方が最小となっている。さらに、周波数特性については船首方位表示、横偏
　位量表示、回頭角速度表示の順に位相余有は減少している。
　　　これは、表示が何もない場合と比較して船首方位、横偏位量、回頭角速度のそれ
　ぞれに対する制御係数が増大したことによる。
　　　すなわち、船長が100mの小型船の場合、船首方位表示、横偏位量表示、回頭角
　速度表示の順でKp、Kx、Kdの増大効果が大きく、平均横偏位量は二の順で逆に減
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少していることから、操船者に対する支援効果はこの順で大きくなることを示して
いる。
　結局、船長100mの小型船では回頭角速度表示を行うと、Kp、Kx、Kdは表示を
行わない場合よりも増大し、位相余有は減少するが、平均横偏位量は最小となるこ
とがわかる。そして、操舵による船体の応答は減衰振動を示す。これは、式（2．22）で
示したPm調節計を表す式によるとKp、Kx、Kdの全てが増大することは船体のゲ
イン定数KMを増大させたことに相当する。
　次に、通常の操船システムとしてNormalized（正規化制御係数）と回頭角速度表
示を比較すると、Kx、Kp、Kldはそれぞれ、回頭角速度表示の方が大きく、位相余
有も回頭角速度表示の方が大きい。さらに、平均横偏位量は回頭角速度表示の方が
小さくなっており、従来の回頭角速度計による操船より、船体操縦の制御結果は本
研究で考案した回頭角速度表示による方が優れていることがわかる。
（6）船長280m
　制御係数を増大させる効果の観点から考樂する。
　まず、船首方位表示は表示なしと比較すると全ての制御係数が減少している。ま
た、横偏位量表示では、Kx、Kpともにほとんど表示なしの場合と等しく、Kdのみ
が増大している。さらに、回頭角速度表示の場合は表示なしと比較すると全ての制
御係数が顕著に増大しており、回頭角速度表示による制御係数増大効果が最も優れ
ていることがわかった。
　これを周波数特性と対応させて考察する。位相余有は主にKxの減少から船首方位
表示が最大となる。次にKdの増加によって、横偏位量表示、表示なしの順に位相余
有は減少している。また、KxとKpの増大から回頭角速度表示が位相余有最小とな
っている。
　さらに、航跡の時系列変化、つまり、操舵による船体の応答にっいては、制御係
数の前述した増減の変化を反映し、回頭角速度表示以外の表示では最大横偏位量が
100mを超えており、航跡を考慮すると操舵による船体の応答はアンダーシュート形
となっていることがわかる。回頭角速度表示の場合のみが、最大横偏位量も60m程
度と小さく、100mの場合とほとんど変わらない。また、これらを反映して平均横偏
位量も9．133mと最小となっている。
　特に通常の操船システムである回頭角速度計による操船状態を示すNormalized
も操舵による船体の応答がアンダーシュート形となっていることを考慮すると今回、
提案した回頭角速度表示による操船者制御係数増加の効果が顕著であることがわか
る。
　以上を考察すると、船長280mの大型船では本研究で提案した回頭角速度表示に
よって、操船者制御係数が顕著に増大し、航路航行の操船結果が良好となったこと
がわかる。
以上から、自船船種が100m、280mのどちらの場合についても、本研究で考案した
44
回頭角速度表示によって、操船者制御係数は増大し、操船者の操舵による船体の応答は
減衰振動形を示し、設定航路線からの平均横偏位量も小さくすることができることが示
された。すなわち、この表示により、操船者の適応制御特性が向上できることが示され
た。前節でも示したように、操船者は制御対象の船の船長から操縦性能を推定している。
そして、操舵時、フィードバックとしての状態変数に操船者特性を適応させている。状
態変数の表示は、この際の操船者の適応制御特性を向上させるものであり、本節で行っ
た状態変数表示の中でも回頭角速度表示において、この効果が顕著であることが示され
た。
　本研究で考案した回頭角速度表示の大きな特徴は、回頭角速度について操船者が瞬時
に以下の状態を把握することができることである。
　・回頭角速度の大きさ
　・回頭角速度の発達、衰退の様子
　・回頭角速度の方向
　これらの要素は、通常の回頭角速度計においては一定の観察の元に把握することがで
きるものであり、操船者が見た瞬間にこれらの全てを把握することは困難である。
　そして、このことは、通常の回頭角速度計による平行移動操船から求められた制御係
数と比べ、本実験の回頭角速度表示から求められた制御係数の方が顕著に増大している
ことからも明らかであることがわかる。
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2．5．本章のまとめ
　操船者は航路航行操船において船首方位偏角、横偏位量および回頭角速度に関する
PID制御を行っているとして表されることがわかった。そして、この時、船体の旋回性
指数、追従性指数と船速、船長によって無次元化した制御係数は操船者の一般的な特性
を表すものと考えられることが示された。この正規化された制御係数を使って周波数特
性と操舵による船体の応答特性を求めた結果、船長の大小に係わりなく位相余有は、ほ
ぼ一定で操舵による船体の応答は減衰振動を示すことがわかった。さらに、船体のゲイ
ン定数K（K’）は正規化制御係数を表す式におけるK’と相殺され、T∀Lとして表され
ることが示された。これにより、追従性指数丁’が増加する場合には船体のゲイン定数も
増加し、対象とする系の操舵による船体の応答特性は減衰振動形となる。また、横偏位
量を減少させると同時に位相余有も減少することが明らかとなった。
　また、船長100mの船の操船者制御係数を使って船長150m、200m、280m、330mの船
に対して周波数特性および操舵による船体の応答特性を調べた結果、操船者には制御対
象の船の船長に適応した適応制御特性があることが明らかとなった。
　ここで、操舵による船体の応答の形状がアンダーシュート形の時には平均横偏位量は
大きなものとなる。したがって、一般に大型船に関しては操舵による船体の応答を減衰
振動形とすることで平均横偏位量を小さくすることができる。このために、操船者特性
を改善する方法として、制御係数に対応する状態変数を表示することを考えた。
　状態変数表示による操船者特性の変化を調べるため、まず、回頭角速度計の有無によ
って操船者特性がどのように変化するかを調べた。その結果、回頭角速度の表示がない
場合、横偏位量制御係数は小型船については減少し、大型船については増加すること、
船首方位偏角制御係数と回頭角速度制御係数は全ての船について増加することがわか
った。また、周波数特性より位相余有は小型船にっいては増加し、大型船については減
少することがわかった。これらから、操船者には状態変数の表示に関する適応制御特性
もあることがわかった。
　このような状態変数表示に関する操船者の適応制御特性を向上させて良好な操船結
果を得ようとすることを試みた。表示する状態変数は船首方位、横偏位量、回頭角速度
とした。船首方位の表示については従来のジャイロレピータによるものとした。また、
横偏位量、回頭角速度に関しては、新たに表示を開発して、操船者が瞬時にそれぞれの
状態変数を把握できるような工夫を行った。
　操船シミュレータ実験によってこれらの表示の効果は、小型船と大型船に対して回頭
角速度の表示によるものが最も高いことが示されたが、大型船の場合の方がより、顕著
に制御係数を増加させることが明らかとなった。
　また、どちらの場合でも、表示の対象となった回頭角速度に関わる制御係数Kdだけ
でなく、横偏位量、船首方位に関わる制御係数Kx、Kpの増加が認められた。これらの
制御係数の増加により、位相余有は減少するものの、平均横偏位量は表示なし、あるい
は、他の二つの状態変数表示の場合、および、通常の操船システムの場合よりも減少し
ていることが示された。
　以上の結果から、本研究で考案した回頭角速度表示方法により、操船者の操舵による
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船体の舵応答はオーバーシュート形を示し、平均横偏位量は最小とすることができる、
つまり、良好な操船結果が得られることが明らかになった。
　また、これらの結果から操船者の従来の回頭角速度計による回頭角速度の把握よりも
本研究で考案した回頭角速度表示による回頭角速度の把握の方が効果的であることが
わかる。
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3．避航操船における操船者支援
　これ以降の章では、基本的な操船場面ではあるが、操船者に対する負荷が高くなると
操船の困難度が高くなる避航操船についての操船支援を検討する。そのために、まず、
人間の一般的な情報処理にっいて明らかにし、次に現状の避航操船における問題点とし
て、他船行動の不確定性に焦点を当て、このような状況における操船者への支援方法を
検討する。
　そして、実際に操船者を支援する情報表示を開発するとともに操船シミュレータ実験
によりその効果を確認し、避航操船における操船者に対する効果的な支援方法の提案を
行う。
3．1．人間の情報処理の限界
3．1．L　人間の情報処理
　人間は外部環境の変化の中から行動目的に関連する情報を抽出する。そして、抽出し
た情報について行動目的と照らした評価を行うとともに行動目的を実現するための行
動計画を立案する。最後にこの行動計画に従って行動目的を実現するために行動する。
このような一連の人間の知的活動は情報処理として知られている。
　人間の情報処理の一連の流れは、図3．1に示すように行われる。そして、情報処理の
各過程は以下に示すように定義できる。
　・　情報収集…　　外部の環境変化の中から、予定行動に影響を与える情報を抽出す
　　　ること。
　・　情報解析…　　抽出した情報と予定行動とを対比して、抽出情報の予定行動に対
　　　する影響を斜酌し、爾後の予定行動への影響の予測を行うこと。
　・　意思決定…　　解析結果を元に必要なら予定行動の修正を行い、行動計画を作成
　　　すること。
　・　行動…　　外部環境の変化に対応した行動計画を実行すること。
情報収集
情報解析
意思決定
行動
図3．1　人間の情報処理
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　人問は外部の環境変化の中から予定行動に影響を与える情報を抽出し、予定行動に対
する影響を予測する。そして、予定行動の修正と行動計画を作成し、外部の環境変化に
応じた行動計画に従って行動することになる。そして、その行動結果をまた、情報収集
過程にフィードバックするともに新しい情報を収集して、以降の情報処理のループを継
続的に行う。
　したがって、情報収集、情報解析の精度の良し悪しは引き続く意思決定、行動に大き
な影響を与えることになる。特に情報解析の精度が悪いことは意思決定において誤判断
を引き起こす原因ともなるため、予定行動への影響の予測には正確さを期す必要がある。
故に情報解析に対して支援を行うことが人間の情報処理の向上において、効果的となる。
3．L2．情報処理能力の限界
　外部の環境変化による行動目的の多様化、曖昧化によって人間の情報処理は良好に行
われないことがある。このような時、人問の情報処理能力は限界を示す。情報処理能力
が限界に達すると行動目的を実現することができない。この節では人間の情報処理能力
が限界となる原因について検討する。
（1）情報収集における能力の限界
　入間の情報処理能力が限界となる原因として、情報収集過程において情報量の増大お
よびそれに伴う抽出情報量の増大が考えられる。人問が処理可能な情報量は一定である
ため処理すべき情報量が増大することは、人間の情報処理能力の限界を超えることとな
る。したがって、情報収集過程においてはある一定の情報量を超過すると完全な情報収
集が行えなくなることとなる。これは、一部の抽出すべき情報がこのような大量の情報
の中から抽出できないことを意味する。
　この結果、解析過程においては解析すべき抽出情報は不完全なものとなってしまう。
さらに判断過程においては予定行動の誤差の増大を招来する。これらの結果として、情
報処理の最終段の行動過程においては外部環境変化に対応する行動の誤差拡大とその
帰結として行動余地の減少をもたらすことになる。
（2）情報解析・意思決定における能力の限界
　情報解析における能力の限界をもたらす一因として、予定行動に対する影響を予測す
る際の誤差の発生が考えられる。情報解析における予測誤差の発生は、意思決定におけ
る予定行動の大幅な修正を余儀なくする。これは、影響予測に基づいて行動計画を立案
するため、予測に誤差が生じると、誤差修正のために今までの行動計画の破棄と新規の
行動計画の作成を行う必要があることを示す。したがって、情報解析過程における解析
誤差は以降の情報処理を遅延させることになる。
　予測誤差の発生の原因は予測外の事象の発生によるところが大きい。この予測外の事
象は不確定事象と呼ばれ、人間の想定外の事象とされる。情報解析過程における不確定
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事象の発生は避けられないが、予め不確定事象の種頚と発生状況を想定しておくことで、
行動計画の立案、実行における情報処理の混乱を抑えることができるが、想定外の不確
定事象が発生した場合には対応することは困難となる。
（3）行動における能力の限界
　行動計画に高い精度が要求され、冗長性が全くない場合に人間は行動における能力の
限界を示すことがある。このような状況は緊迫した状態であり、人間の行動について失
敗が絶対に許されない状況が多い。そして、行動における人間の能力の限界は行動の失
敗につながることが多い。そして、行動の失敗が情報処理の失敗と見なされることが多
い。
3．1。3．情報処理における支援
　情報処理における人間の能力の限界を支援することで、人間は外部環境の変化に対し
て適切に対応行動を取れるようになる。前節で検討したように情報処理における人間の
能力の限界は、情報収集過程と情報解析過程に問題がある。したがって、これらの過程
に対して適切な支援を行うことによって情報処理能力を改善することができると考え
られる。
（1）情報収集過程における支援
　情報量の増大に対して人間の情報収集能力を適切に適応させるように支援すること
で情報収集能力の改善が期待でき．る。このために、増大する情報量を人間が容易に把握
することができる表示が必要となる。また、この表示上において予定行動に影響を与え
る情報の抽出が容易に行えることが必要である。
　このような支援表示によって、情報量増大の際の情報収集過程における人間の能力は
向上させることができる。具体的には人間が処理可能な情報量の限界を引き上げること
になる。人間の情報収集における能力を向上させることは、単位時間当たりの処理可能
な情報量が増加することになる。
　この結果、後段の情報解析、判断、行動の各過程に対しても改善が期待できる。
（2）情報解析および意思決定過程における支援
　情報解析および意思決定過程においては、予測することが困難な事象による誤差の増
大が問題となる。
　そこで、このような不確定事象を確定事象とすることで情報解析過程における予測誤
差を減少させることができる。一般に不確定事象を確定化するためには、新たな情報を
必要とする。したがって、このような新情報の提供を受けることができることが前提と
なる。
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　予測誤差の減少によって、判断過程における行動計画は確実なものとなり、行動過程
において行動計画実行時の予測誤差の修正を行う必要がなくなる。
（3）行動過程における支援
　高い精度が要求される行動計画を実行する上で、直接、行動に関する情報を人問に提
示することによって行動の失敗を避けることが可能となる。すなわち、行動支援情報と
して情報収集過程で抽出した情報とは別に、実行時に直接関連する情報が必要となる。
このような情報は、人間の行動における特性を改善できるような情報である必要がある。
人間の行動における特性を改善できるような情報支援の一例として、本論文第2章の航
路航行操船における操船支援方法が挙げられる。
　すなわち、行動過程における支援では入間特性を直接改善することで行動の失敗を回
避することができる。
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3．2．避航操船における操船者の負荷
3．2．1．避航操船における操船者の情報処理
　避航操船において操船者は次のように行動する。
　まず、周囲の船と自船の相対位置関係を把握し、自船が避航しなければならない対象
船を選ぶ。そして、目視やレーダ・ARPAを使用し相対方位、速力を定期的に観察する
ことで対象船の動向を把握する。それから、自船の操縦性能を勘案して対象船を安全に
航過するための避航計画を立案する。この避航計画の中には、避航開始距離・時間、対
象船とのDCPA（最小接近距離）、TCPA（最小接近時間）、安全航過距離などが定めら
れる。そして、この避航計画に沿って他船を避航する。通常、避航中においても操船者
は対象船の動向に注意を払っており、推測した他船動向の確認に努めている。また、自
船が避航することで新たに発生する他の船との見合い関係にも注意を払っている。
　このような操船者の一連の避航のための操船行動も情報処理として捉えることがで
きる。この時、操船者の避航操船における情報処理の各フェーズは次に示す内容となっ
ている。
　情報収集：自他船の相対位置関係を把握し、自船が避航しなければならない他船を識
別する。
　解析二他船の針路予測、将来位置予測を行う。
　意思決定：自船の航行に対して他船の動向が危険か否かを判断し、当該他船に対する
避航計画を立案する。
　行動：避航計画に基づいて他船を避航する。
　操船者は情報処理能力を十分に発揮することによって、安全で確実な避航操船が行え
ることになる。
　ここに示したのは避航対象となる他船が1隻だけの場合の基本的な避航操船である
が、実際の操船場面ではより複雑な避航操船が要求されることが一般的である。
3．2．2。操船者に影響を与える負荷要因
　実際の操船場面では航行海域における船舶密度が高いことから、他船数の増加および
他胎と遭遇し避航する回数も増加する。より具体的には連続して他船を避航しなければ
ならない場合、あういは、同時に複数の他船を避航しなければならない場合などがある。
このような環境の変化は操船者に影響を与える負荷要因となる。
　したがって、輻鞍海域における避航の場合、操船者の情報処理は操船者に対する負荷
に影響される。操船者に対する負荷には様々なものが考えられるが、情報処理の観点か
ら情報収集、情報解析・意思決定、行動の各フェーズに影響する負荷の存在が考えられ
る。
　特に次に示した項目は操船者に高い負荷を与えると考えられる。
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①　複数の見合い関係の発生
　　同時！こ複数の他船に対して相対位置の確認を行い、この複数の船舶との相対位置
　関係から自船が避航しなければならない他船を識別しなければならない。したがっ
　て、複数他船と自船位置との相対位置関係の把握と自船に対する影響の優先度を決
　定することを同時に行う必要がある。このため、複数の見合い関係の発生は操船者
　の情報収集に影響を与える。
②　他船動向の不確定性
　　他船の針路予測、将来位置予測を行う際に、他船の動向が不確定であると予測か
　らはずれることとなる。実際の他船動向と操船者が予測する他船動向との誤差を操
　船者は修正しなければならないが、他船動向が確定できるまで情報解析は終了する
　ことはない。そして、情報解析の遅延は意思決定の遅延となり、結果として避航行
　動の遅れとなって情報処理全体に影響することになる。したがって、他船行動の不
　確定性は操船者の情報解析・意思決定に影響を与える。
③　航行海域の制限
　　避航を行う上で航行海域に制限があることは避航計画に物理的な制約を課すこと
　になる。つまり、制限された航行海域の中で周囲の状況に応じた避航計画を実行す
　る際、自船の船体操縦性能の範囲内で高い精度での船体制御が要求されることにな
　る。したがって、航行海域の制限は操船者に高い負荷を与えることになる。
　これらの高い負荷要因によって操船者の情報処理能力は大きな影響を受けることに
なる。
3．2．3．操船者の情報処理能力の限界
　実際の操船場面において、前節で示したような操船者に対する高い負荷要因は操船者
が自身で解決できるものではない。したがって、このような負荷要因の発生は直ちに操
船者の情報処理能力の限界を惹起することになる。
　以下に操船者の情報処理の各フェーズにおいてどのように操船者能力が限界となる
かを示す。
（1）情報収集における能力の限界
　先に3．1．2（1）で述べたように人間が処理可能な情報量は一定であるため、処理すべき
情報量が増大することは人問の情報処理、ここでは特に情報収集能力の限界を超えるこ
とになる。
　これを避航操船における操船者の情報処理の中での情報収集過程について当てはめ
てみると次のようになる。
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　避航操船における情報収集では、周囲の状況の中から今後の自船航行に影響を与える
ような他船を抽出することとなる。このような他船の存在は船舶通航が輻較するほど増
加する。このことは、多数の他船の中から同時に複数の対象船舶を抽出することを意味
し、操船者固有の同時処理数を超過することになる。
　そして、操船者の同時処理数を超過した残りの他船にっいての情報収集ならびに必要
情報の抽出は行われることがないままとなってしまうことになる。このような状態では、
情報処理過程の後段である解析、意思決定、さらには行動の各情報処理に対して過少な
情報に基づく誤差を誘引することになる。また、未抽出情報の存在は解析・意思決定か
ら行動に至る問において追加の情報解析・意思決定を行う必要が生じ、行動しながらこ
れら追加の処理を実施することになる。この結果として、行動において精度が悪化する
とともに経過時間が大きくなることにつながる。
（2）情報解析・意思決定における能力の限界
　操船者が予測する他船針路、将来位置と実際の他船針路、将来位置とが異なる場合、
情報解析における誤差が生じる。この解析誤差は具体的には次のプロセスから生じるこ
とになる。
　操船者は他船位置の観測結果から他船の将来動向を予測する。そして、他船動向の確
定は予測した他船動向と実際の他船動向がほぼ等しいことであり、予測と実際の他船動
向の誤差がごく、小さく許容できる範囲内にあることである。これとは逆に予測した他
船動向と実際の他船動向が大きく異なる場合には予測誤差は非常に大きく、他船動向が
不確定であることになる。
　したがって、他船動向が不確定である場合の情報解析における誤差は大きなものとな
る。そして、この誤差を修正するために操船者は他船動向が明確に把握できるまで情報
解析を行うことになる。その後に解析した情報をもとに意思決定を行うことになる。し
たがって、他船動向の不確定性は情報解析および意思決定処理終了自体を不確定なもの
とし、さらに処理時間の増加をもたらすことになるため、避航行動の遅延という結果を
もたらすことになる。
（3）行動における能力の限界
　行動は人間の情報処理の最終段にある情報処理過程である。このため、行動の段階で
は前段までの情報処理の各過程の精度が大きく影響してくることになる。
　これを避航操船の場合で考えてみると、操船者は避航対象の他船を抽出し、その動向
を把握するとともに将来の動向を予測する。そして、この予測に基づいて実際の避航計
画を立案することが、行動の前段までの情報処理過程セある。したがって、この時の避
航計画における他船動向予測精度が高いものであれば、行動における操船者の能力（と
船体運動性能）の限界に至らずに済まされることが多いことになる。他方、避航計画に
おける他船動向予測精度が悪いと行動における操船者（と船体運動性能）の能力の限界
を超えることになる。
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　この一方で航行海域には物理的な制約が存在することが多い。そして、避航計画では、
航路や周囲の船舶の輻較の状態から制限された航行海域の限られた航路を航行するこ
とを要求することがある。そして、操船者は正確に設定針路上を航行し、避航計画で決
められた正確なタイミングで他船を避航しなければならない。この際に航行海域の物理
的制約は、避航計画の実行の幅を狭めることになる。つまり、航行海域の物理的制限は
操船者の能力と船体運動性能の限界をさらに拘束することになる。
3．2．4．操船者の情報処理の支援
　前節までに示したように輻較状態における避航操船では操船者の情報処理が限界と
なる負荷要因があることがわかった。操船者に対するこのような負荷要因を取り除くと
ともに情報処理の各フェーズに対して操船者を支援することで操船者の情報処理能力
は常に良好な結果を示すことが予想できる。
　本節では操船者の情報収集、情報解析・意思決定、行動に対する支援について検討す
る。
（1）情報収集に対する支援
　操船者の情報収集能力を支援するためには同時に複数の他船を対象とした相対位置
関係の識別に対する支援を行う必要がある。
　操船者に対して自船を中心とした他船の相対位置関係と避航する必要がある他船の
識別を容易に可能となるような表示を行うことが考えられる。
　現状の操船システムでは、レーダARPAに同様の機能が具備されており、操船者は
他船数が増加して処理すべき情報量が増加しても、レーダARPAの表示画面を監視す
ることで同時に複数の船舶を対象として自船との相対位置関係の把握と避航対象船の
識別を実行することが可能となっている。
　しかしながら、レーダARPAにおいても他船との相対位置関係を識別するためには
一定の操作が必要となる。このため、操船者が自船を中心とした他船との相対位置関係
を容易に把握可能な表示が必要となることが予想される。
（2）　情報解析・意思決定に対する支援
　操船者の情報解析・意思決定を支援するためには他船行動の不確定性をなくすことで
確定的な行動とするための表示を行うことが考えられる。
　他船行動を確定化するためには、対象とする海域を航行する全ての船舶に対して、予
め、予定変針点、行き先等の情報を互いに通報する仕組みが必要となる。そして、対象
海域を航行する全ての船舶が他の船舶からの予定変針点、行き先等の情報を表示する設
備が必要となる。
　このようなシステムがあることによって、互いに他船は周囲の船の航海計画を周知す
ることとなり、他船の行動における不確定性は減少することとなる。それとともに、周
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囲の他船の航海計画をもとに自船の航海計画を立案することが可能となる。
　輻鞍した海域を航行する場合、操船者は他船の針路、速力、行き先、変針点、船種、
積荷、船名などの情報をあらゆる手段を講じて得ようとしている。このような情報は、
操船者が目視、レーダARPA、国際VHFで確認して得ている。しかし、多くの場合、
これらの手段によって必要とする情報が得られることは少ないのが実状である。
　これに対して、近年、AISの装備が義務付けられるようになってきた。AISでは針路、
速力、回頭角速度、船種、積荷、船名については、必ず表示（通報）しなければならな
い情報として規定されている。予定変針点についてはオプションとしての表示となって
いる。
　したがって、AISのフレームワークを利用することで他船行動の不確実性が低減され
る可能性がある。すなわち、情報解析能力支援については、AIS情報を利用して他船の
行き先表示と予定変針点表示を行うことで他船動向を確定化することができるものと
考えた。
　AIS情報はAIS情報表示器と同時にレーダARPAなどへ表示することが可能となっ
ている。ここにおいて、情報収集能力の支援についてもAIS情報のレーダARPA画面
への重畳によって行うことができるものと考えられる。
（3）　行動に対する支援
　操船者の避航行動に対する支援は限られた航行海域において避航計画を実行するた
めに自船の船体操縦性能を有効かつ効果的に発揮することである。
　避航操船における避航計画では周囲の状況に応じて避航するための航路を動的に設
定し、この設定航路に追従する必要がある。そして、避航計画にしたがって船体を制御
する際には横偏位量を最小としながら設定航路を追従していかなければならない。この
ような操船支援は本研究第2章に示した航路航行操船における支援システムによって
行うことができる。
　すなわち、避航計画に定められた設定航路に対して横偏位量を最小としながら追従す
るために操船者特性を表す船体状態変数の表示を行うことが避航行動における操船者
支援とすることができる。
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3．3．避航操船における操船者支援
　以上、前節までの検討をもとに避航操船における操船者の支援方法を考案した。ここ
では、先に述べたように操船者の情報処理のうち、情報解析・意思決定について支援す
ることを主眼におく。すなわち、情報解析・意思決定における他船動向を確定するため
の表示によって操船者を支援することを目的とする。
3．3．1．他船行動を確定化する情報表示
3．3．1．1．他船動向の不確定性
　避航操船において操船者は通常、一定時問毎の他船相対位置を観測することによって
他船動向を把握している。特に、他船の将来位置は過去一定時問における観測結果に基
づき、推測することになる。この時の他船位置はガウスマルコフ過程として知られる確
率過程として表すことができる。この場合、白色正規雑音により他船将来位置推定誤差
分布は表され、他船の位置の観測データによる離散カルマンフィルタによって他船の将
来位置推定は近似できることになる。つまり、過去の一定時間の他船位置計測結果によ
って他船将来位置は一定の観測誤差とシステム誤差に基づいて推定することができる。
　しかし、本研究で対象とするのは他船動向が不確定な場合である。この場合の不確定
の意味は過去の他船動向から容易に将来の他船動向が推測できないことである。すなわ
ち、他船は突然、今までの針路、速力を変更する場合もあることをこの場合の不確定と
して定義するものである。輻軽した海域における他船の不確定な動向は自船の爾後の行
動計画に多大な影響を与えるものであり、本節ではこのような他船動向の不確定性が自
船の避航計画にどのような影響を与えるか調査する。
3．3．1．2．他船動向を確定化する情報
　ここで、他船動向を確定化するために必要な情報について考察する。
　通常、船舶通航の輻鞍した海域において、他船動向が不確定な場合、操船者は国際VHF
を利用することで当該他船の今後の動向についての情報を直接、確認している。この時、
操船者が必要とする当該他船に関する情報は他船の現在針路および速力に加えて行先
と予定航路および変針点である。
　これらの情報のうち、操船者が最も関心のある他船動向に関する情報は他船の行先と
予定変針点である。他船の行先と予定変針点を把握することで他船動向の大部分が確定
できる。これは、換言すれば次のように考えることができる。
　すなわち、他船の行先については今後の当該他船の動向を合理的に推定するための前
提条件を操船者に与えるものであり、予定変針点はこの推定を補強する判断材料を提供
するものである。
　したがって、他船動向を確定するためには、少なくとも他船の行先が判明している必
要があり、さらに他船動向推定精度を向上させるために予定変針点が判明している必要
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がある。
3．3．1．3．他船行動を確定化する情報表示画面
　以上の検討から、他船行動を確定化する情報表示として「他船行き先表示」と「他船
行き先表示＋変針点表示」の2表示を考案した。まず、比較のために表示が何もない状
態を基本画面として図3．2に示す。
　なお、これらの表示における自・他船を表す船形は、IEC（lntemational
Electrotechnical　Commision：国際電気標準会議）でAIS表示用シンボルとして検討
されている内容を参考とした。
　ただし、自・他船を区別するため、自船を赤色、他船を白色として表した。また、自・
他船とも速力に対応した速力ベクトル表示を行っている。
　さらに、本表示では自船と他船に関する情報表示を対象とするため、地形情報につい
ては重畳していない。
　また、直接、他船情報には係わりがないものの、操船時の基本情報として必要な自船
針路および速力を画面右下隅に表示した。これは、他船情報表示を損ねない配慮から行
ったものである。
　さらに、本表示は真表示とした。すなわち、画面上部は常にNorthを示している。
図3．2　基本画面
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（1）行先表示
　他船の行き先を表示することで他船動向の確定化を図ることとした。この表示は他船
動向を操船者が推測する際に推測精度を向上させるための一助とするものである。他船
位置表示に行先表示を付与することは他船の将来動向予測に対して一定の合理性を与
えるものであり、行先表示のない場合に比べて他船動向の推定精度を高めるものと考え
た。
　行先表示画面を図3．3に示す。
図3．3　行き先表示
　行先表示画面では、図3．2に示した基本画面で表示された他船を表すシンボル近傍
に他船の行き先を付加して表示するものである。この図で表示されたように他船の行き
先は、英数宇によって表される。
（2）　変針点表示
　この表示は行先表示の場合と同様に他船の将来動向を推定する上で推定精度を高め
るものと考えられる。行先とともに変針点表示を他船動向に重畳することによって、他
船の将来動向を確定的なものとすることができるものと考えた。
　この行先表示と変針点表示により、他船動向はほぼ、確定できると考えられる。また、
表示された変針点間を線分で結ぶことにより、過去から将来にわたる他船動向が明確に
なるため、DCPA、最小航過距離等の割り出しが容易にたる二とが考えられる，
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　さらにこの表示により表示がない場合に比べ、他船の動向に依存した避航操船をなく
すことができるものと考えられる。
　変針点表示画面を図3。4に示す。
図3．4　行き先表示＋変針点表示
　本表示において、操船の利便性を考慮し、計画変針点を結んだ計画航路上にタイムス
ケール表示を選択的に表示させる機能を有する。このタイムスケールは、予め時間間隔
を変えて操船時、任意に選択可能である。
　また、他船は常に計画変針点を結んだ計画航路上を航行することを前提とした、
（3）他船動向の確定化表示による効果の予測
　他船動向を確定化することは操船者の情報処理の情報解析・意思決定フェーズにおい
て以下に示す効果を与えるものと期待できる。
・　他船動向が早い時期に確定化できるため情報解析および意思決定フェーズにおけ
　　る他船行動の予測精度が高まる。つまり、正確な他船動向解析とそれに基づく、
　正確な他船動向の予測が期待できる。
・　正確な他船動向解析と予測により、正確な避航計画が立案できる。この結果、操
　船者は確実かつ安全に避航することが可能となる。
・　他船動向を確定情報とすることは、他船動向に関する情報量が増加することであ
　　る しかし、操船者に対する支援表示の効果に。七って情報量が増加しながら、実
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際の情報処理時間は減少することが予想できる。
　本研究で考案した表示において、行先表示の場合は表示が何もない場合に比べ、当該
他船の行先が明らかとなることから、今後の行動がある程度予測可能となる。しかし、
当該他船が目的地に至る経路にっいての正確な予測は困難となることが予想される。ま
た、行先表示と変針点を表示する場合、当該他船の目的地と目的地に至る経路の両方が
明らかとなる。したがって、表示が何もない場合に比べて、他船動向に関する情報は増
加するとともに、予測精度についても向上することが期待できる。
3、3．2．行き先と変針点情報表示による操船者支援実験
（1）実験目的
　既述したように他船動向が不確実であることは、操船者の情報解析・意思決定の精度
を悪化させる要因となる。したがって、他船動向を確定事象とすることが操船者の情報
解析・意思決定における支援と考えることができる。
　本実験では、前節で提案した他船動向を確定化させる情報表示が操船者の情報処理能
力にどのような影響を与えるかを調べることにする。
（2）実験条件
実験条件について以下に記す。
・　供試船
　自船は200mコンテナ船とし、他船は任意とした。
・　被験者
　被験者は熟練した船長・航海士数名で実施した。
・　海域
　シナリオ選定にあたり、対象海域によって海域の特殊性から他船動向が一定のパ
　ターンを成すことを考慮に入れ、次のように対象海域を選定した。
　　　　　（ア）航路航行が義務付けられているが、自・他船ともに一定の操船の自
　　　　　　　由が認められている海域。このような海域では、自・他船ともに針
　　　　　　　路および行先がほぼ、特定できる。本研究では、シン！ガポール海峡
　　　　　　　を対象とした。
　　　　　（イ）航路の出入り口に近い航路外の海域で、航路へ出入りするために一
　　　　　　　定の拘東条件は有するものの、基本的にどのような針路、行先を有
　　　　　　　する他船が存在しても不合理性はない海域。本研究では東京湾浦賀
　　　　　　　水道航路南口を対象とした。
・　その他
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被験者に対して他船動向は基本的には不確定である旨を伝えておく。この意図は、
過去の他船動向の観測から推定した他船の将来動向が必ずしも実際とは合致しな
いことを周知するためである。
さらに被験者に対して、操船動作を行わず、初期設定のまま続行する時には、そ
の旨、報告し、その時の経過時間を計測した。
（3）実験内容
　他船動向の不確定性は次に示すパターンで表されるものと考えた。
　左右横切り、反航、追い越し船がそれぞれ、今まで航行していた針路から右・左転お
よび直進する。避航操船では操船者は、他船の動きに対応して操船することになる。こ
こで、他船動向の不確定性を次のように表すこととした。
　すなわち、他船は進行方向に対して、今後、①直進、②右転、③左転する可能性があ
る。操船者は現時点までの当該他船の動向から判断して、爾後の他船動向を線形補間す
ることで推測する場合が多い。
　ここで、他船が自船に接近するよう針路を転じる場合には、直進する場合に比べ、TCPA、
DCPAが減少し、衝突の可能性も増加する。
　逆に他船が自船とは離れるように針路を転ずる場合は他船が直進する場合に比べ、
TCPA、DCPAは大きくなり、衝突の可能性は減少する。
　さらに、他船が直進する場合は当初の推測どおりとなる。
　これらのことから、他船が転ずる針路の方向によって避航する上での自船の操船の困
難度が規定できる。
　本研究では他船が自船の側に針路を転ずる場合を操船困難度「高」とし、以後、簡単
のために単にレベル1と称する。また、他船が同一針路で直進する場合を操船困難度「中」
とし、同様にレベル2と称する。さらに、他船が針路を自船から離れるように転じる場
合を操船困難度r低」とし、同様にレベル3と称することにする。
　これらの操船困難度を考慮して、次の各シナリオを「支援表示なし」、「行先表示」、「行
先表示＋変針点表示」の3ケースについて操船シミュレータによる実験を行った。
　また、以下の各シナリオにおいてレベル毎の他船の動きについては操船者には説明し
ない。さらに、連続で実験を行う際にシナリオ、レベルは順不同で行った。
ア．シナリオ1
　　他船が自船の右舷からの横切り船の場合。シナリオ1の概念図を図3．5に示す。
　　①レベル1
　　　他船が針路を左に転ずる。
　　②レベル2
　　　他船の針路は不変。
　　③レベル3
　　　他船が針路を右に転ずる。
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Level3
LeveI2 Target　Ship
Leveh
⊂
　　　　　　　　　　　　l　　Ownship
　　　　　　　　　　　図3．5　シナリオ1概念図
イ。シナリオ3
　　他船が右舷前方よりの反航船の場合。シナリオ3の概念図を図3．6に示す。
　　①レベル1
　　　他船が自船針路を横切るように針路を左に転ずる。
　　②レベル2
　　　他船が針路を変えない。
　　③レベル3
　　　他船が針路を右に転ずる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TargetShip
　　　　　　　　Level3
Level2 Level1
　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ownship
　　　　　　　　　　　図3．6　ジナリオ3概念図
ウ。　シナリオ5
　他船が右舷前方の速力の速い同航船の場合。シナリオ5の概念図を図3．7に示す。
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①②
③
レベノレ1
他船が自船を追い越してから針路を左に転ずる。
レベノレ2
他船の針路が不変。
レベノレ3
他船が自船を追い越してから針路を右に転ずる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　、しevel2
　　　　　　　　　　　Level1
LeveI3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TargetShip
　　　　　　　　　　　　　　　Ownship
　　　　　　　　　　　　図3．7　シナリオ5概念図
工．　シナリオ6
　　他船が左舷前方の速力の速い同航船の場合。シナリオ6の概念図を図3，8に示す。
　　①レベル1
　　　他船が自船を追い越してから針路を右に転ずる。
　　②レベル2
　　　他船の針路が不変。
　　③　レベル3
　　　他船が自船を追い越してから針路を左に転ずる。
　　　　　　　　　　　　　　　Level2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Levell
　　　　　　　　　Level3
！
TargetShip
Ownship
図3．8　シナリオ6概念図
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（4）実験海域とシナリオ
　実験海域は、シンガポール海峡と東京湾口とした。表3．1』に海域とシナリオの対応
を示す。
表3．1　実験海域シナリオ対応
No． シンガポール海峡 東京湾口1 O O3 O5 06 O
　シンガポール海峡では、東航および西航の航路帯が決められている。また、浦賀水道
航路等において禁止されているような航路の横断には、制限がない。また、シンガポー
ル海峡の横断する船舶の数は多いことが特徴である。さらに、東行きの航路帯の中央部
分には喫水が深い大型船用の専用航路が設定されている。また、左舷からの横切り船に
ついては、当該横切り船が避航船であり、自船は保持船となる関係上、シナリオの中に
は含まなかった。これは、東京湾ロシナリオについても同様である。
　以上のような特徴から、シナリオ1（右舷からの横切り）とシナリオ5（右舷同航）
を設定した。
　また、東京湾ロシナリオについては、浦賀水道航路から出る船舶、同航路に入る船舶
についてはある程度の拘束力を与えることができる上、東京湾口近辺の港へ入港する船
舶、東京湾口をかすめて行き去る船舶等の設定が自由に行えることから、シナリオ1、
シナリオ3（右からの反航）、シナリオ6（左舷同航）を設定した。
3．3、3．行き先と変針点情報表示による操船者支援実験結果
　本実験の結果を支援表示なし、行先表示、行先＋変針点表示について以下に示すよう
にまとめた。
3．3．3．1．航跡図
　支援表示なし、行先表示、行先＋変針点表示の場合の自・他船の航跡を任意の操船者
の記録から抜粋して示す。なお、これ以降、簡単のため各シナリオを次のように略記す
る。なお、ここでS1はシナリオ1を、L1はレベル1を示す。（以下、同様）
　シンガポール海峡・シナリオ1：　SIL1、SIL2、SIL3
　シンガポール海峡・シナリオ5＝　S5L1、S5L2、S5L3
　東京湾口・シナリオ1：　TIL1、TIL2、TIL3
　東京湾口・シナリオ3：　T3L1、T3L2、T3L3
　東京湾口・、シナリオ61　T6L1、T6L2、T6L3
65
（1）シンガポール海峡
　ア．　シナリオ1
　　　シナリオ1にっいて、支援表示なし、行先表示、行先＋変針点表示の航跡図をそ
　　れぞれ図3。9に示す。
　　　　　　Scenario　SI　Level　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Scenario　SI　LeveI2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10000
8000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8000
6000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6000
40♀9000　　　20000　　　　　40♀駝00　　　20000
　　　　　NoSupport　　　　　　　　　Targetship　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　NoSupport　　　　　　　　　　Targetship
　　　　　Distination　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Distination
　　　　　Way　Points　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Way　Points
　　　　　　　　　　　　図3．9　シナリオ1航跡図
イ，　シナリオ5
　　シナリオ5について、支援表示なし、行先表示、行先＋変針点表示の航跡図を図
　3。10に示す。
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ア．　シナリオ1
　　シナリオ1について、支援表示なし、行先表示、行先＋変針点表示の航跡図を図
　3．11に示す。
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　　　　　　　　　　　図3．11　シナリオ1航跡図
イ．　シナリオ3
　シナリオ3について、支援表示なし、行先表示、行先＋変針点表示の航跡図を図
3．12に示す。
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図3．12　シナリオ3航跡図
3．3．3．2．他船動向による操船への影響
　操船者は他船動向によって、避航のための操船動作が左右されることになる。ここで、
実験結果から他船動向が操船者に与える影響を求めた。
　操船者が他船を避航するために採った操船動作の開始時間をTA（s）とし、当該他船の
変針開始時間をTs（s）とした時、他船動向に対する操船者の影響を他船動向依存時間
TDと呼ぶことにすると、他船動向依存時間TDは次の式で表される。
　　　　　　　　　　η、一Σ1ろ一刻　　（227）
　式（2．27）において、避航のための操船動作には操舵と主機操縦がある，、つまり、他船
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を避航するために採った操船動作の各開始時間を他船の変針開始時問を基準とした経
過時問の絶対値の総和の大小によって、他船動向が避航操船に与える影響を判断するも
のである。
　操船シミュレータ実験から各シナリオに応じて他船動向依存時間を求めた。シンガポ
ール海峡シナリオにおける結果を表3．2に示す。また、東京湾ロシナリオによる結果を
表3．3に示す。
　　　　　表3．2　シンガポール海峡シナリオにおける他船動向依存時間
No．Su Dist． Wa No．Su Dist． Wa
SlL1 316．5 151．5 127 S5L1 0 0 0
SlL2 0 0 0 S5L2 0 0 0
SlL3 0 0 0 S5L3 0 0 0
表3．3　東京湾ロシナリオにおける他船動向依存時間
No．Su Dist． Wa No．Su Dist． Wa
TIL1 546．5 460．5 387 T3L1 272 436 194．5
TIL2 231 91 26 T3L2 86．5 104 110
TIL3 281 243．5 130．5 T3L3 137 111．5 98．5
No．Su Dist． Wa
T6L1 448．5 445 355
T6L2 32 0 0
T6L3 232．5 0 0
さらに、これらの関係を図示したのが、以下の図3．13～図3．17である。
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図3．13　シンガポール・シナリオ1
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図3．17　東京湾・シナリオ6
　支援表示なしと変針点表示の場合の他船動向依存時間についてこれらの図からわか
る比較結果をレベル毎に示す。ここで、シンガポール・シナリオS5においては避航動
作が行われなかったことから、以降の考察から除外することとする。
（1）　操船困難度の設定
　　　シンガポール・シナリオS1を除き、東京湾シナリオにおいて、他船動向依存時間
　　はレベル1、レベル3、レベル2の順に減少している。これは、他船動向に対する依
　　存程度がレベル2、レベル3、レベル1の順に大きい、すなわち、避航操船において
　　不確定な他船動向に依存する程度がこの順番に大きいことを表している。
　　　この理由として、避航対象の他船が針路を変更しない場合には、その将来動向は
　　観測データから線形補問することで容易に推測することができるのに対し、当該他
　　船が自船側に変針する場合も、自船から離れるように変針する場合も将来動向の推
　　測が困難となることから、他船の実際の動向の観察が必要となるため、他船動向依
　　存時間は大きくなっていることが考えられる。さらに、当該他船が自船に接近する
　　ように変針した場合には詳細な他船動向の観察が必要となることから、レベル1の
　　他船動向依存時間が最大となり、次に自船から離れるように変針した場合が続くも
　　のと考えられる。
（2）　レベル1
　　　シナリオT3を除き、支援表示なし、行先表示、変針点表示の順に他船動向依存時
　　問は減少傾向が認められる。この理由を示す。
　　　レベル1では他船は途中から自船の方に向かって針路を変更してくる。支援表示
　　がない場合、操船者は当該他船が横切り船であることを確認した時点で、避航のた
　　めの操舵を行うが、その後の急な変針を予期していない。このため、当該他船が針
　　路を転じるまで、当初、観測した針路、速力のまま航行することを前提に避航計画
　　を立案し、その計画の実行にかかる。そこで、当該他船の急な針路変更を認めてか
　　ら対応動作を取るために追加の操舵を行うことになる。
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　一方、行先表示がある場合は、横切り船の発見と同時に当該他船の行先が示され
るため、行き先表示から他船の計画針路を推定することができる。したがって、推
定した他船の計画針路をもとに自船の避航計画を立案・実行しながら、他船動向の
推定精度を高めるために適宜、実際の他船動向の確認・把握を進めることになるた
め、支援表示なしに比べて他船動向依存時間は減少することになる。
　さらに、変針点表示がある場合は、横切り船を発見すると同時に当該他船の計画
変針点および針路が示されるため、初めから当該他船の変針を考慮した避航計画を
立案することが可能となる。
　以上から、支援表示なしに比べ、行先表示、変針点表示の場合の他船動向依存時
問は減少することになる。
　また、本項の最初で除外したシナリオT3について考察する。
　シナリオT3では、行先表示の他船動向依存時間が支援表示なしおよび変針点表示
と比べ顕著に大きくなっている。これは、シナリオT3では他船が本船の右斜め前方
からの反航船であることを考え合わせると、行先表示があっても他船がどこで変針
するかが明確ではないため、他船の実際の動向を確認しながら避航動作を行なう必
要があることを示している。
　要すれば、このシナリオのように他船が右斜め前方から反航し、しかも、途中で
自船に接近するように変針する場合、操船者は他船のアスペクトの変化を捉えきれ
ない。さらに、表示された行先はこの場合、自船後方となるため、操船者にとって
．明確に把握できないことになる。したがって、このような情報の不足から操船者は
他船の動きを後追いで操船動作を行うため、他船動向依存時間は顕著に大きくなる
ものと考えられる。
（3）　レベル2
　　　東京湾シナリオT1においてはレベル1と同様に支援表示なし、行先表示、変針点
　　表示の順で他船動向依存時間は減少している。この理由もレベル1の時と同様であ
　　る。
　　　また、同シナリオT3においては、支援表示なし、行先表示、変針点表示の順で微
　　増しているが、他船動向依存時問は100秒程度でほとんど、等しい。この理由とし
　　て、他船は途中で変針することなく、r定の針路、速力を保っているため、避航動
　　作開始時点での他船動向観察結果から立案された避航計画に沿った避航動作によっ
　　て、確実に当該他船を避航することが可能であるためである。つまり、追加の避航
　　動作を実施する必要がないことから、他船動向依存時間は各表示においてほとんど
　　等しいものとなっている。
　　　同シナリオT6においては、行先表示と変針点表示の場合の他船動向依存時問は0
　　であるが、これはこれらの表示から他船は自船と同航であることが明らかとなった
　　ためである。
（4）　レベル3‘
　　　東京湾シナリオの各シナリオにおいて、 レベル3では他船動向依存時間は支援表
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示なし、行先表示、変針点表示の順に減少している。この他船動向依存時間減少の
理由は先にレベル1で示した同様の理由によるものである。
3，3．3．3．　DCPA
　DCPAは、自船と他船の最接近距離を表すことから、避航操船における操船結果を評
価する指標の一つとして利用することができる。
　シナリオ、レベル毎に求めたDCPAを表3．4と図3．18～図3．22にそれぞれ示す。ま
た、図3，23～図3．29に他船動向依存時間とDCPAの関係を図示する。ここで、操船動
作が行われなかったシンガポール・シナリオSIL2、SIL3およびS5ならびに東京シナリ
オT6については省略する。なお、以下の図表の中で項目に1、2、3とあるのは、そ
れぞれ、支援表示なし、行先表示、変針点表示を示す。
表3．4DCPA
1　　　　　2　　　　　3
SIL1 0．3 0．3 0．4
SIL2 1．15 1 0．9
SIL3 17 1．7 2．5
S5L1 1．5 1．4 1．35
S5L2 0．95 1 1
S5L3 18 1．75 1．75
TIL1 0．85 0．95 1
TIL2 1．5 1．2 1．4
丁1L3 195 1．35 1．9T3L1 0．65 0．4 0．8
T3L2 1 0．85 1
T3L3 195 205 1．85
T6L1 0．8 0．8 0．8
T6L2 0．85 0．8 0．8
T6L3 1 0．85 0．7
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図3．18　シンガポール海峡シナリオ1
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図3．29　東京湾ロシナリオ3・レベル3
これらの図表から、以下が明らかとなった。
（1）　レベル1
　　　シンガポール・シナリオS5を除き、レベル1におけるDCPAはレベル間で最小
　　となっている。これは、レベル1は他船が自船に接近してくる設定のため、DCPA
　　は最小となったと考えられる。
　　　また、他船動向依存時間が大きい場合DCPAは小さく、他船動向依存時間が小さ
　　い場合DCPAは大きくなる傾向があるが、これらの差は僅少となっており、各表示
　　におけるDCPAはほぼ、一定と見なすことができる。
　　　他船動向依存時間が大きいことは自船の避航が他船動向に大きく左右されている
　　ことであり、自船の避航計画に沿った避航が行えないことからDCPAは小さくなっ
　　ていると考えられる。他方、他船動向依存時間が小さいことは自船の避航における他
　　船動向による影響が小さいことを意味しており、自船の避航計画に沿って避航が行え
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るため、DCPAは大きくなっていると考えられる。
（2）　レベル2
　　　表示間の他船動向依存時間の増減に関わらず、DCPAはほぼ、一定となっている。
　　レベル2の場合は、支援表示の有無に関わらず、他船の針路・速力は一定であるた
　　め、どの表示の場合においても自船の避航計画の差異はごく小さなものとなってい
　　ることが考えられる。したがって、他船動向依存時間の増減とは無関係にDCPAは
　　各表示において、ほぼ、一定となる。
（3〉　レベル3
　　　各表示における他船動向依存時間の大小に関わらず、DCPAはほぼ、一定である。
　　DCPAが一定値を示しているのは、どの場合においても他船が自船から離れるように
　　変針する時点が一定であることが理由となる。
3．3．3．4．実験結果のまとめ
　他船動向が操船者の避航操船に与える影響を表す指標として、他船動向依存時間を考
案して、操船シミュレータ実験による結果からこの依存時間の大小による各表示の相違
と操船結果を表す指標のひとつであるDCPAに着目した。
　実験をまとめると次のようになる。
　　（1）　支援表示なしの場合、他船動向依存時間は大きく、以下、行先表示、変針点
　　　　　表示の順に減少する。
　　（2）　他船動向依存時間が小さい行先表示、変針点表示の場合においてもDCPAは
　　　　　支援表示と比較して減少することはない。
　　（3）　他船が反航・横切り状態で針路の途中から自船に接近するように変針する場
　　　　　合、操船者は当該他船の針路変化を確認することが困難である。この場合、
　　　　　変針点表示は他船動向への依存は小さいが、行先表示では支援表示なしより
　　　　　も依存の程度は大きい。
　　（4）　他船が横切り状態で針路を途中で変更しない場合、行先表示、変針点表示と
　　　　　も支援表示なしの場合と同程度、他船動向に依存して避航動作を行う。
　これらをまとめると、本研究で考案した変針点表示によって、不確定な他船動向に操
船者の避航動作が依存する程度が減少するが、操船結果が低下することはないことが明
らかとなった。これは、換言すれば本研究で考案した変針点表示によって、操船者の情
報解析・意思決定が支援され得ることを示している。
3．3．4．輻綾状態への適用
　実際の操船場面では船舶通航は輻軽している場合が多く、避航を行う場合においても、
同時に複数の他船を対象とすることが一般的である。したがって、複数他船を対象とし
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た場合の避航操船に本研究で考案した表示を利用した場合、操船者の情報処理について
考察する。
（1）情報収集過程
　　　他船動向確定化情報の表示による操船シミュレータ実験により、他船動向が確定
　　されることで操船者の解析・意思決定に対する支援効果が得られることが示された
　　が、情報収集過程においても他船動向を確定化できる表示は有用であると考えられ
　　る。
　　　本章で先に示したとおり、輻較状態のような場合において操船者が情報収集を行
　　う対象となる他船の隻数が増加することは、操船者の情報収集能力の限界を超過す
　　ることを招来する。そして、操船者が処理できない情報が増加することにつながる。
　　　ここにおいて、操船者の情報収集能力が改善されるならば、輻較状態における操
　　船者の能力の限界は引き上げられることになり、処理不能な情報は減少することに
　　なる。
　　　情報収集過程において最も困難なのは、他船動向を短時問に見極め、当該他船の
　　爾後の行動が自船とどのように関係してくるかを予想することである。したがって、
　　他船動向を確定化することができる情報があることで、他船動向予測と自船との関
　　係把握が容易になることが考えられる。
（2）情報解析・意思決定過程
　　　他船が複数の場合、その全ての動向が確定できることになる。操船者はこの表示
　　により、これら複数他船の中から自船に対する影響度の優先順位付けを行い、最も自
　　船の航行に影響の高い他船から順に避航するような避航計画を作成することができ
　　るようになることが考えられる。
　　　たとえば、このような優先付けは本実験の結果から、レベル1（自船に接近してく
　　る船舶）、レベル3（自船から遠ざかる船舶）、レベル2（自船針路を横切る船舶）の
　　ように行えることが考えられる。
　　　また、これらの他船に対して予め設定したDCPAを確保することができるような
　　避航計画を作成することも可能となる。
（3）情報処理全般
　　　上記（1）および（2）において記述したように、本研究で考案した表示では操
　　船者の情報処理能力について支援となり得ることが予想できる。
　　　すなわち、変針点表示では情報収集、解析・意思決定の全ての過程について利用
　　することができることを示した訳であるが、このことは換言すれば、操船者は変針点
　　表示によって、輻較状態における情報収集、情報解析・意思決定を行うことができる
　　ことになる。
　　　したがって、本研究で考案した変針点表示により操船者の情報処理能力を支援す
　　ることが可能であると考えられる。
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3．4．本章のまとめ
　操船者の避航操船における操船行動は人間の情報処理行動として捉えることができ
る。このような情報処理は、情報収集、情報解析・意思決定、行動の各過程として表さ
れる。
　輻軽海域における避航操船は操船者に多大な負荷を与えることになるが、操船者に影
響を与える負荷要因としては、複数の見合い関係の発生、他船動向の不確定性および航
行海域の制限が挙げられる。複数の見合い関係の発生は、情報収集能力に、他船動向の
不確実性は情報解析および意思決定に、そして、航行海域の制限は行動にそれぞれ、影
響を与える。
　そして、このような負荷要因の発生によって、操船者の情報処理は限界となることが
多いと考えられる。
　したがって、操船者に対するこのような能力の限界を支援することを考えた。本研究
では、特に他船動向の不確定性に焦点を当てて検討した。
　すなわち、他船動向を確定化する情報表示を考案した。この情報表示は操船者の情報
解析・意思決定を支援するものである。このような情報表示は、他船の行き先を表示す
るものとそれに他船の予定変針点を表示するものの2種類を考案した。この表示を使用
して、操船シミュレータ実験を行い、不確定な他船動向が操船者に与える影響を調べた。
　他船動向が操船者の避航動作に与える影響として、他船動向依存時間を導入した。他
船動向依存時間は避航操船において操船者の採った操舵と主機操作の開始時間から当
該他船の変針開始時問を差し引いたものの総和として表される。
　また、操船シミュレータ実験では実際の海域での独自性を考慮するとともに他船動向
の不確定性を3つのパターンに区分し、自船に脅威となる順に操船困難度レベル1～3
とした。
　操船シミュレータ実験による結果から、他船動向依存時間は支援表示なし、行先表示、
変針点表示の順に減少するが、操船結果を表す指標のひとつであるDCPAは表示の有
無と他船動向依存時閲の大小に係わらず、ほとんど一定であることが示された。
　さらに、他船が反航・横切り状態で途中から自船に接近するように変針する場合には
行先表示では他船動向依存時問は支援表示なしよりも顕著に大きくなることが示され
た。この理由として他船のアスペクト角がリアルタイムかつダイナミックに変化するた
め、他船動向に依存する程度は大きくなるものと考えられる。
　これらの実験結果から本研究で考案した支援表示によって、不確定な他船動向に依存
する程度が減少するとともに、操船結果も良好となることが示され、操船者の避航操船
における情報解析・意、思決定に有効であることが示された。
　さらに、本実験で示された結果から輻鞍状態の操船者支援として変針点表示を利用す
ることで、情報収集、情報解析、意思決定の各過程に共通して利用できる可能性を示し
た。
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4．結言
　本研究では様々な操船場面の中から最も基本的な航路航行操船と避航操船に焦点を
当てて、操船者に対する支援方法を明らかにした。
　まず、航路航行操船においては制御的な観点から操船者の本来有する適応制御特性を
効果的に利用することで操船者特性の改善を行った。操船者に対して船体制御に関わる
状態変数を表示することによって操船者の適応制御特性を利用した操船者特性の改善
を行うことが可能となった。この表示によって、操船者は船体操縦性能を極限まで利用
した船体制御を行うことが可能となる。したがって、状態変数表示によって操船者は従
来では困難であった精度の高い航路追従についても実現できることが考えられる。
　また、避航操船においては操船者の頭脳活動の観点から情報処理における負荷要因の
軽減を目指した。特に情報解析と意思決定における操船者の高負荷状態を軽減するため
に他船動向を確定化することは、操船者の避航操船における情報処理能力を向上させる
ことが可能となることが示された。他船動向を確定化するための方法の一つとしてAIS
の利用が考えられる。
　ここで示した他船動向の確定化するための情報としてAISの仕様ではオプションとし
て変針点情報がある。本研究での成果はこのようなAISオプションの利用法について一
つの指針を示すものとなる。
　本研究によって、操船支援機器開発には制御の中心となる操船者の避航操船支援に対
する人間特性の欝酌が必要であることが示された。今後の移動体制御を考える場合、制
御器として人間をはずすことはできない。
　したがって、ここで実施した研究によって、操船者を制御の中心とおいた人間一操船
系における新しい制御方法と人問に対する支援方法を示すことができたと考えられる。
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5．克服すべき課題と将来への展望
本研究の実施に当たり、次に示す課題が残されている。
（1）航路航行操船における操船支援
　　　本研究では状態変数表示に関する操船者の適応制御特性を利用して、操船者特性
　　を向上させて良好な操船結果を得ることを試みた。そのために、操船者が正確かつ
　　容易に状態変数を確認することができる表示画面を考案した。このような表示画面
　　を使った操船シミュレータ実験を行って表示効果の確認を行った。その結果、大型
　　船、小型船のどちらも回頭角速度を表示することによって系の安定性を保ちつつも
　　横偏位量を最小とすることが可能となった。したがって、本研究で考案した状態変
　　数としての回頭角速度表示画面により、航路航行操船における操船者特性が改善さ
　　れ得ることが示された。
　　　しかし、この回頭角速度表示画面は従来の回頭角速度の表示とは一線を画す方法
　　であるため、本研究では限られた操船者についてのみ対象としたが、さらに多くの
　　操船者によるこのような表示画面の受け入れ易さについて調べる必要があると考え
　　られる。
（2）避航操船における操船支援
　　　本研究では他船動向について操船者がどのような影響を受けるかを調べるために
　　単純な2船間の見合い関係を調査対象とした。この理由は、複雑な見合い関係も基
　　本的には2船間の見合い関係の連続として扱うことができると考えられるからであ
　　る。
　　　本研究では、このような前提の元に基本的な2船問の見合い関係において、他船
　　動向の不確定性を確定化する表示を考案した。その結果、他船の予定変針、転表示の
　　有効性が操船シミュレータによる実験から示された。これは、他船動向の不確定性
　　が操船者の情報処理の中で情報解析と意思決定に与える影響を本研究で考案した他
　　船の予定変針点表示画面により排除することがでぎることを意味している。
　　　これらのことから、輻較海域における複雑な見合い関係においても基本的には2
　　船間の関係として他船の予定変針点表示画面の有用性は推し量ることができるが、
　　自船が他船を避航後、自船の避航行動が当該他船以外の他船動向に影響を与える相
　　互の連鎖作用については、さらに詳しく調べる必要があるものと考えられる。
（3）共通
　　　実船への搭載についての考察が必要である。すなわち、実船に搭載する際、操舵
　　による船体の運動量の操船支援システムヘの供給方法、他船からの予定変針点の取
　　得方法、自船の設定航路線（予定変針点）の入力方法等を明確に整理する必要があ
　　る。
　　　また、本研究では航路航行操船と避航操船の操船支援実験を操船シミュレータに
　　おいて実施したが、被験者は全てが熟練航海士、船長であった。これは、一般的な
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支援システムの目的である初心者に対して支援効果があることを確認していないこ
とを意味する。
　したがって、本来の意味における支援効果の確認を初心者、つまり、学生を対象
として行う必要がある。
　これら、残された課題を解決することで、より説得力があり、かつ、実用性を有する
操船支援システム開発を行うことが可能となると考えられる。
　さらに、本研究の成果をもとに人工知能的手法を利用することで操船支援システムの
エージェント化が進められ、より操船者の側に立った操船支援システム開発が進められ
るものと考えられる。
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